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第１部 総論 

第１章 計画策定の考え方 

【１ 計画策定の目的】 

本区は、交通事故から区民の生命・身体及び財産を守ることにより、「安全で安心して生活できるまち

づくり」を推進するため、昭和４６年度以降、５年ごと１１次にわたり、「渋谷区交通安全計画」を策定

し、区民、警察等の関係機関・団体、事業者が協働して実施してきました。 

この第１２次交通安全計画は、これまでの交通安全対策の成果と社会情勢の変化を踏まえて、交通安

全対策を総合的に推進することにより、安全で快適な交通環境の実現を目的とします。 

【２ 計画策定の主旨と期間】 

この計画は、交通安全対策基本法第２６条第１項の規定により、国の第１２次交通安全基本計画及び

東京都の第１２次交通安全計画に基づき作成するもので、渋谷区実施計画、その他関連する諸計画を踏

まえ、区内の交通安全に関する総合的かつ計画的な施策を定め、区民、警察等の関係機関・団体、事業

者と区が実施する協働の取組の指針となるものです。 

計画の期間は、令和８年度から令和１２年度までの５か年とします。 

【３ 計画の重点課題】 

（１）高齢者及び子どもの交通安全の確保 

第１１次交通安全計画期間（令令和３年～７年）内における高齢者の死傷者数は全体の１割程度で推

移しています。渋谷区全体の死者数は１８人ですが、そのうち高齢者は８人と４割を占めています。 

また、子どもの死傷者数については、その他の年齢層に比べ少ないものの、令和３年以降増減を繰

り返しており、令和７年における死傷者数は令和３年に比べ３人増加、令和６年には１人の死者が発

生しました。   

他の年齢層と比較して致死率が高い高齢者や事故に巻き込まれる可能性の高い子どもの交通安全

の確保のため、安全な道路交通環境の整備を図るとともに、危険予測トレーニング等を取り入れた交

通安全教育等を実施することで、総合的な対策を推進します。 

（２）自転車の安全利用の推進 

自転車を利用する人の死傷者数は令和５年の３０５人をピークに減少に転じており、事故全体に占

める自転車が関与する事故についても４割弱と東京都全体と比べ約９ポイント低い値を示していま

す。一方、渋谷区内における自転車側の法令違反が原因となる事故が増加傾向にあり、令和７年では

７割を超えています。 

令和８年４月から交通反則通告制度が自転車利用者に適用されました。 

自転車は多くの人にとって手軽かつ身近な交通手段ですが、利用の仕方によっては交通事故の被害

者にも加害者にもなり得ます。そのため、交通ルール・マナーのさらなる周知徹底や危険行為の取締

り、ヘルメットの着用率向上のための周知・啓発を行うとともに、安全で快適な走行空間の確保を推

進します。 

 

※集計期間について、警察統計は１月～１２月、区事業については４月～３月の年度で集計している。  
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（３）二輪車の安全対策の推進 

令和７年の区内における二輪車の死傷者数は、区全体の約２割を占めています。また、第１１次交

通安全計画期間令令和３年～７年）内の交通事故による死者数は２人となっています。 

これらの状況を踏まえ、交通ルールの遵守や走行マナーの向上を中心とした交通安全対策を推進す

るとともに、正しいヘルメットの着用やプロテクターの着用を促進します。 

（４）飲酒運転の根絶・交通安全意識の普及 

第１１次交通安全計画期間令令和３年～７年）内における飲酒による交通事故は、累計１８件発生

しています。令和７年・令和８年には飲酒運転の厳罰化令自転車の酒気帯び運転取締り開始、酒酔い

運転の要件改正）等の道路交通法の改正が行われました。飲酒運転等の危険性や悪質性についての周

知、啓発を行うとともに、重大事故につながる各種違反の取締りを推進し、飲酒運転等の根絶を目指

します。 

（５）特定小型原動機付自転車を始めとする小型モビリティの安全対策の推進 

渋谷区内における令和７年の特定小型原動機付自転車による死傷者数は３１人となっており、令和

６年に比べ１６人増加しています。 

新たな交通手段として、特定小型原動機付自転車等の小型モビリティが急速に普及し、利便性は向

上しましたが、小型モビリティ利用者に対する交通ルールの周知啓発や、マナー向上のための新たな

安全対策が必要となりました。 

また、道路交通法の一部改正により、令和５年７月１日から特定小型原動機付自転車における交通

方法に関する規定が定められたほか、令和６年１１月１日からペダル付き電動バイクの運転には運転

免許を要することが明確化されました。 

これらの状況を踏まえ、チラシやウェブサイト、ＳＮＳ等各種媒体の積極的な活用をするとともに、

関係機関や販売事業者等と連携し、体験型を含む交通安全教室等の広報啓発活動を推進します。 

特定小型原動機付自転車とは・・・  

以下の基準を全て満たすものを特定小型原動機付自転車といいます。 

 車体の大きさは、長さ190 センチメートル以下、幅 60センチメートル以下であること 

 原動機として、定格出力が 0.60 キロワット以下の電動機を用いること 

 時速20キロメートルを超える速度を出すことができないこと 

 走行中に最高速度の設定を変更することができないこと 

 オートマチック・トランスミッション（AT）機構がとられていること 

 最高速度表示灯が備えられていること 

上記を満たす電動キックボード等は特定小型原動機付自転車に分類されます。 

なお、ペダル付き電動バイク（（通称：モペット）は一般原付以上に分類されます。そのため、運転

するには運転免許の取得が必要になります。 
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（６）外国人の交通安全対策の推進 

渋谷区内における令和７年の外国人による交通事故発生件数は３０人となっており、令和３年と比

べ１７人増加しています。 

在留外国人や訪日外国人旅行者等は近年増加しており、「成熟した国際都市」を掲げる渋谷区にお

いても、在留外国人は増加傾向であることから、今後も国外から多様な人々が訪れることが想定され

ます。 

日本の言葉や生活習慣に不慣れな在留・訪日外国人が、交通事故の加害者または被害者にならない

ために、関係機関等と連携し、日本の交通ルールを遵守し、マナーの理解を図る取組を行います。 

（７）先進技術の活用 

更なる交通事故の防止を図り交通事故のない社会を実現するため、関係団体等と連携し、最先端の

情報通信技術を活用するとともに、安全運転サポート車の普及・啓発や自動運転等の先進技術につい

て理解の促進を図ります。  
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第２章 交通環境の現状と問題点 

【１ 交通事故の現状】 

≪渋谷区内の交通事故発生状況≫ 

⚫ 渋谷区内の交通事故及び死傷者数は令和３年から令和５年にかけて増加するが、その後減少に

転じ、令和７年の交通事故発生件数は７５２件、死傷者数は８１１人である。 

⚫ 渋谷区内の死者数は令和７年に０人を達成した。 

 
図 渋谷区内における交通事故発生状況（令和３年～７年） 

表 渋谷区内における交通事故発生状況 
 発生件数 死者数 負傷者数 死傷者数 

令和３年 ５８４ ４ ６５７ ６６１ 

４年 ８４０ ５ ９１７ ９２２ 

５年 ８６０ ４ ９３８ ９４２ 

６年 ７２６ ５ ７７４ ７７９ 

７年 ７５２ ０ ８１１ ８１１ 

出典：警視庁交通年鑑（令和３年～７年） 

 

≪渋谷区内の月別交通事故発生状況≫ 

⚫ 昨年同月比で、ほぼ横ばいで推移している。 

 
図 渋谷区内の月別交通事故発生件数（令和６年、令和７年） 

表 渋谷区内の月別交通事故発生件数（令和６年、令和７年） 

年 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 

令和６年 ５２ ５８ ５２ ６２ ７５ ６０ ６１ ５１ ３９ ７５ ７０ ７１ 

令和７年 ５６ ６３ ５２ ７１ ６４ ６９ ６２ ６０ ５４ ５５ ６８ ７８ 

出典：警視庁交通事故統計（令和６年～７年） 
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【２ 高齢者の交通事故】 

渋谷区内における高齢者の死傷者数は令和４年まで増加傾向にあり、令和４年以降、８０人以上の死

傷者数で推移している。死者数については令和４年と令和６年の３人が最多である。  

渋谷区全体の死傷者数に占める高齢者の死傷者数の割合は１０％前後で推移しており、横ばい傾向で

ある。 

 

図 渋谷区内における高齢者の交通事故発生状況（令和３年～７年） 
出典：警視庁交通年鑑（令和３年～７年） 

表 渋谷区内における交通事故発生状況 

 事故発生 

件数 

渋谷区内全体(人) 高齢者(６５歳以上)(人) 死傷者数 

の割合 死者数 負傷者数 死傷者数 死者数 負傷者数 死傷者数 

令和３年 ５８４ ４ ６５７ ６６１ １ ７３ ７４ １１.２％ 

４年 ８４０ ５ ９１７ ９２２ ３ ８５ ８８ ９.５％ 

５年 ８６０ ４ ９３８ ９４２ １ ８０ ８１ ８.６％ 

６年 ７２６ ５ ７７４ ７７９ ３ ８２ ８５ １０.９％ 

７年 ７５２ ０ ８１１ ８１１ ０ ８３ ８３ １０.２％ 

令和７年における高齢者の状態別死傷者数をみると、原付以上乗用中※が４４.６％と最も多い。 

年齢層別でみると６５～７４歳では原付以上乗用中が６０.４％と最も多いが、７５歳以上では原付

以上乗用中が２２.９％に低下している。７５歳以上では、自転車乗用中が４８.６％と最も多い。 

 
図 令和７年における渋谷区内の高齢者の状態別死傷者数 

出典：警視庁交通年鑑（令和７年） 
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【３ 子どもの交通事故】 

渋谷区内における子ども※の死傷者数は令和４年の３７人まで増加し、その後令和６年の２２人まで

減少したが、令和７年に再び増加した。令和７年における死傷者数は２６人である。また、令和６年に

は１人の死者が発生している。 

渋谷区全体の死傷者数に占める子どもの死傷者数の割合は、令和４年に４％に達したが、令和７年は

３.２％に減少した。 

 

図 渋谷区内における子どもの交通事故発生状況（令和３年～７年） 
出典：警視庁交通年鑑（令和３年～７年） 

※幼児・小学生・中学生を含む。 

表 渋谷区内における子どもの交通事故発生状況 

 事故発生 

件数 

渋谷区内全体(人) 子ども(人) 死傷者数 

の割合 死者数 負傷者数 死傷者数 死者数 負傷者数 死傷者数 

令和３年 ５８４ ４ ６５７ ６６１ ０ ２３ ２３ ３.５％ 

４年 ８４０ ５ ９１７ ９２２ ０ ３７ ３７ ４.０％ 

５年 ８６０ ４ ９３８ ９４２ ０ ３６ ３６ ３.８％ 

６年 ７２６ ５ ７７４ ７７９ １ ２１ ２２ ２.８％ 

７年 ７５２ ０ ８１１ ８１１ ０ ２６ ２６ ３.２％ 

令和７年における子どもの状態別死傷者数をみると、自転車乗用中が４６.２％と最も多い。 

年齢層別でみると幼児、中学生については、全体の傾向と同様に、自転車乗用中が最も多いが、小学

生については、歩行中が８０％と最も多い。 

 

図 渋谷区内における子どもの状態別死傷者数 
出典：警視庁交通事故統計  
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【４ 自転車の交通事故】 

渋谷区内における自転車乗用中の死傷者数は令和５年まで増加傾向にあり、令和６年以降は減少傾向

に転じたが、令和３年と比べ令和７年の死傷者数は５３人増加している。また、令和４年と令和５年に

１人死者が発生している。 

渋谷区全体の死傷者数に占める自転車乗用中の死傷者数の割合は、令和４年以降、３０％以上で推移

している。 

 

図 渋谷区内における自転車の交通事故発生状況（令和３年～７年） 
出典：警視庁交通年鑑（令和３年～７年） 

表 渋谷区内における自転車の交通事故発生状況 

 事故発生 

件数 

渋谷区内全体(人) 自転車(人) 死傷者数 

の割合 死者数 負傷者数 死傷者数 死者数 負傷者数 死傷者数 

令和３年 ５８４ ４ ６５７ ６６１ ０ １９４ １９４ ２９.３％ 

４年 ８４０ ５ ９１７ ９２２ １ ２９１ ２９２ ３１.７％ 

５年 ８６０ ４ ９３８ ９４２ １ ３０４ ３０５ ３２.４％ 

６年 ７２６ ５ ７７４ ７７９ ０ ２５４ ２５４ ３２.６％ 

７年 ７５２ ０ ８１１ ８１１ ０ ２４７ ２４７ ３０.５％ 

渋谷区における自転車が関与する事故については、令和４年の３９.９％以降減少傾向である。また、

令和７年の自転車が関与する事故を東京都全体と比較すると８.７ポイント低い値であるが、渋谷区内

における交通事故の３割以上を占めている。 

 

図 自転車関与率 
出典：警視庁交通事故統計（令和３年～７年）  
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【５ 二輪車・原動機付自転車の交通事故】 

渋谷区内における二輪車・原動機付自転車の死傷者数は令和５年まで増加傾向にあり、令和６年以降

は減少傾向に転じたが、令和３年と比べ令和７年の死傷者数は２２人増加している。また、令和３年～

令和５年にかけて毎年１人死者が発生している。 

渋谷区全体の死傷者数に占める二輪車・原動機付自転車乗用中の死傷者数の割合は、２０％前後で推

移している。 

 

図 渋谷区内における二輪車・原動機付自転車の交通事故発生状況（令和３年～７年） 
出典：警視庁交通年鑑（令和３年～７年） 

表 渋谷区内における二輪車・原動機付自転車の交通事故発生状況 

 事故発生 

件数 

渋谷区内全体(人) 二輪車・原動機付自転車(人) 死傷者数 

の割合 死者数 負傷者数 死傷者数 死者数 負傷者数 死傷者数 

令和３年 ５８４ ４ ６５７ ６６１ １ １３６ １３７ ２０.７％ 

４年 ８４０ ５ ９１７ ９２２ １ １７４ １７５ １９.０％ 

５年 ８６０ ４ ９３８ ９４２ １ １８３ １８４ １９.５％ 

６年 ７２６ ５ ７７４ ７７９ ０ １５２ １５２ １９.５％ 

７年 ７５２ ０ ８１１ ８１１ ０ １５９ １５９ １９.６％ 
 

【６ 飲酒運転による交通事故】 

飲酒運転による交通事故は令和３年以降増加傾向にあり、令和６年に減少に転じたが、令和７年に再

び増加した。令和７年については５件発生しており、撲滅には至っていない。 

 

図 渋谷区内における飲酒運転による交通事故発生状況 
出典：警視庁交通事故統計（令和３年～７年）  
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【７ 小型モビリティによる交通事故】 

渋谷区内における特定小型原動機付自転車による死傷者数を比較すると、令和７年は令和６年に比べ

１６人増加している。 

表 渋谷区内における特定小型原動機付自転車の死傷者数 

 
特定小型原動機付自転車(人) 

死者 負傷者 死傷者数 

令和５年 ０ ７ ７ 

令和６年 ０ １５ １５ 

令和７年 ０ ３１ ３１ 
出典：警視庁 

※令和５年は 7月～12 月末まで 

都内全体における特定小型原動機付自転車による死傷者数を比較すると、令和７年は令和６年に比べ

２５人増加している。 

図 渋谷区内における特定小型原動機付自転車による交通事故発生状況（令和５年～７年） 
出典：警視庁交通年鑑（令和５年～７年）,警視庁 

※１当（第１当事者）＝加害者、主たる原因者 

２当（第２当事者）＝被害者、事故の怪我や損害が相手より重かった者 

都内全体における特定小型原動機付自転車による令和７年の相手当事者別事故件数をみると、単独が

８４件と最も多い。 

令和７年の相手当事者別事故件数を令和６年と比較すると、乗用車が３７件増加している一方、単独

は１０件減少している。 

 
図 都内における特定小型原動機付自転車による相手当事者別事故件数 

出典：警視庁交通年鑑（令和６年～７年） 
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【８ 訪日及び在住外国人による交通事故】 

令和６年に東京を訪れた外国人旅行者数は約２，４７９万人で、対平成２７年比で約１０９％増加し

ており、過去最高の訪都外国人人数となった。 

東京都内における外国人の交通事故件数は令和６年まで増加しており、令和７年はわずかに減少した

が、令和３年と比べ５２３件増加している。 

渋谷区内における外国人の死傷者数は令和５年まで増加傾向にあり、令和６年以降は減少傾向に転

じたが、令和３年と比べ令和７年の死傷者数は１７人増加している。なお、死者については０人であ

る。 

渋谷区全体の死傷者数に占める外国人の死傷者数の割合は、令和３年を除き約３％で推移している。 

（  
図 渋谷区内における外国人の交通事故発生状況（令和３年～７年） 

出典：警視庁提供 

表 渋谷区内における外国人の交通事故発生状況 

 事故発生 

件数 

渋谷区内全体(人) 外国人(人) 死傷者数 

の割合 死者数 負傷者数 死傷者数 死者数 負傷者数 死傷者数 

令和３年 ５８４ ４ ６５７ ６６１ ０ １３ １３ ２.０％ 

４年 ８４０ ５ ９１７ ９２２ ０ ３３ ３３ ３.６％ 

５年 ８６０ ４ ９３８ ９４２ ０ ３３ ３３ ３.５％ 

６年 ７２６ ５ ７７４ ７７９ ０ ２６ ２６ ３.３％ 

７年 ７５２ ０ ８１１ ８１１ ０ ３０ ３０ ３.７％ 
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第３章 交通安全計画の目標及び施策の重点 

【１ 交通安全計画の目標】 

人命尊重の理念に立ち、安全で快適な

交通社会を実現するため、交通安全対策

を効果的に推進する。 

関係機関との連携を密にし、交通事故

を減少傾向に転じさせ、世界一の交通安

全都市ＳＨＩＢＵＹＡを目指す。 
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【２ 交通安全施策の重点】 

（１）高齢者及び子どもの交通安全の確保 

① 高齢歩行者等の交通安全対策 

高齢者が安全で安心して通行できる歩行者空間の確保や、歩車道の段差解消によるバリアフリー

化の推進、見やすい路面表示・標識・信号等の道路交通環境整備を図ります。 

② 子どもなどの歩行者にとって安全な交通環境の整備 

通学路や生活道路の交通安全を確保する取組として、通過交通の抑制、ガードレールの設置、注

意喚起のためのカラー舗装の整備、登下校時の見守り活動などについて関係機関が連携して対策を

推進します。 

③ 学校等における交通安全教育の実施 

学校の教育活動全体を通じて恒常的に交通安全教育を取り組むとともに、関係機関などと連携し、

年代ごとにふさわしい交通安全教育を計画的に実施します。 

④ 区民参加型の交通安全教育の実施 

関係機関との連携による、高齢者や子どもを対象とした参加・体験・実践型の交通安全教育を開

催し、交通安全の注意喚起を図るとともに、夜間等の交通事故防止のための反射材令リフレクター）

の活用や、目立つ服装を着用する心がけの啓発に努めます。 

また子どもに対しては、自ら危険を予測し回避する能力や、安全に行動することのできる判断力

の育成を図っていきます。 

（２）自転車の安全利用の推進 

① 自転車の交通安全教育の推進 

マナー向上キャンペーンや自転車安全教室、渋谷区ホームページ等あらゆる機会や媒体を利用し、

規範意識の向上と自転車利用時の交通ルール・マナー「自転車安全利用五則」の周知を図ります。 

② ヘルメット着用の推進 

道路交通法の改正により努力義務化された自転車用ヘルメット着用の促進を図るため、ポスター

やインターネット等を活用した広報啓発活動を実施し、社会全体におけるヘルメット着用の気運醸

成を図ります。渋谷区自転車用ヘルメット購入補助金制度を周知し、ヘルメット着用率の向上を推

進します。 

③ 放置自転車対策 

放置自転車は、安全な歩行空間や緊急時の活動の阻害となることから、駅周辺を中心に自転車駐

車場整備を検討するとともに、区条例に基づいた自転車等放置禁止区域の指定を行います。 

④ 指導取締りの推進 

自転車通行ルールを守らない自転車利用者に対しては、交通反則通告制度等を適用するなど、状

況に応じ指導警告及び取締りを推進します。 

⑤ 自転車損害賠償保険等の加入促進 

「東京都自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例」に基づく、自転車利用者、保護者、自

転車使用事業者及び自転車貸付業者による自転車損害賠償保険等への加入義務化を踏まえて、保険

制度の理解及び加入を促進するよう努めます。  
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（３）二輪車の安全対策の推進 

① 二輪車事故防止対策 

二輪車の安全な通行を確保するため、交差点やカーブの改良等の道路交通環境整備を進めます。 

違法駐車された二輪車は、安全な歩行空間や緊急時の活動阻害となることから、二輪車駐車場整

備を検討します。 

② 交通安全教育の推進 

二輪車利用者に対し、関係機関と連携した運転実技教室等を開催し、規範意識と技術の向上を図

ります。（ 

重大事故になる可能性の高い二輪車運転者に対し、ヘルメットのあご紐の確実な結着、プロテク

ターの着用を啓発します。 

③ 指導取締りの推進 

信号無視・速度超過・車線違反など二輪車の交通違反者に対し、指導取締りを推進し、交通事故

防止に努めます。 

（４）飲酒運転の根絶・交通安全意識の普及 

① 飲酒運転の根絶 

飲酒による交通事故は、令和３年以降件数の増減がみられ、令和７年は５件発生するなど、根絶

には至っていません。令和７年・令和８年の飲酒運転の厳罰化令自転車の酒気帯び運転取締り開始、

酒酔い運転の要件改正）等に関する道路交通法の改正を踏まえ、わずかな量でも判断力を低下させ

るアルコールの危険性を理解させるとともに、車両や酒類を提供するなどの周囲の責任追及にも及

ぶことを周知、徹底させることにより、重大事故につながる危険性の高い飲酒運転の根絶を目指し

ます。 

② 交通事故発生時における被害の防止・軽減 

交通事故の重傷化を防ぐため、全ての座席のシートベルトとチャイルドシートの正しい着用を徹

底します。 

③ 違法駐車対策の推進 

違法駐車は、慢性的な交通渋滞の根源であり、道路交通環境を悪化させます。大規模小売店舗立

地法及び東京都駐車場条例に基づき、商業地域等における駐車場整備を推進します。また、自転車

通行帯整備に伴うラバーポール設置など違法駐車をさせない道路交通環境整備を推進します。 

④ 指導取締りの推進 

重大事故につながる飲酒運転・速度超過・信号無視などの悪質・危険・迷惑性の高い交通違反の

指導取締りを推進します。 

⑤ アイコンタクト運動の周知 

交差点での事故を防止するため、運転者と歩行者が互いに相手を確認するアイコンタクト運動の

周知を図ります。 
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（５）特定小型原動機付自転車を始めとする小型モビリティの安全対策の推進 

① 啓発活動の推進 

急速に利用者が増加する特定小型原動機付自転車を始めとする小型モビリティに対し、関係機関

との連携による、高齢者や子どもを対象とした参加・体験・実践型の交通安全教育を区施設等の敷

地を利用して開催するなど、適切な利用を促す啓発活動を行います。 

② 指導取締りの推進 

特定小型原動機付自転車やペダル付き電動バイク等の利用者による悪質・危険な交通違反に対す

る指導取締りを推進します。 

（６）外国人の交通安全対策の推進 

① 交通安全教育の推進 

関係機関等と連携し、在留・訪日外国人に対して、基本的な日本の交通ルール・マナーの理解に

重点を置いた交通安全教育を推進します。 

② 広報啓発活動の推進 

日本の言葉や生活習慣に不慣れな在留・訪日外国人が、交通事故の加害者または被害者にならな

いため、日本の交通ルールやマナーの周知を図ります。 

③ 指導取締りと現場指導の推進 

交通違反に対する現場指導、取締りを行い、特に重大事故につながる飲酒運転・速度超過・信号

無視などの悪質・危険・迷惑性の高い交通違反の指導取締りを推進します。 

（７）先進技術の活用 

① オンラインによる交通安全教育の充実 

教育委員会を通じて中学校に配備されたタブレット端末を活用し、幅広く提供されている多様な

コンテンツを活用するなど、オンライン交通安全教育の更なる充実を図ります。 

② 自動運転に関する公道実証実験への対応 

道路交通の安全・円滑に資することが見込まれる自動運転について、安全を確保しつつ、その実

現が図られるよう、関係部署と連携を図り、自動運転に関する公道実証実験が円滑に推移するよう

取り組みます。 
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第４章 交通安全対策の推進体制 

【１ 区】 

本区は、計画の調整的役割は果たしながら、事業の実施にあたっては、国や都、警察、消防等の関係

行政機関と連携しながら、交通安全対策を推進していきます。 

【２ 警察署】 

本区を管轄している、渋谷・原宿・代々木の三警察署は、交通安全に関して交通実態に対応した交通

規制の推進や交通機能確保のための交通安全対策を担っています。そして、交通安全協会や地域団体、（

区と連携して、交通安全教育や交通安全キャンペーンなどの啓発活動を行っていきます。 

【３ 事業者・交通関係団体等】 

区民を交通事故から守るうえで、事業者・交通関係団体等は大きな役割を果たしています。自動車

を運行する事業者は、事業所を中心として安全運転教育講習会を実施するなど交通安全教育を推進し

ていきます。また、移動手段を提供するプラットフォーム事業者はサービス利用者に対して交通ルー

ル・マナーを周知します。 

交通安全協会や町会・自治会の団体等も、警察や区と連携・協力しながら交通安全対策を推進して

いきます。 

【４ 区民・地域団体等】 

交通事故をなくしていくためには、区民一人ひとりが、交通ルールの遵守と正しいマナーの実践を

習慣とすることが大切です。そのため、関係行政機関・団体と町会・商店会・区民が連携しながら交

通安全対策を推進していきます。 
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第２部 分野別推進施策 

第１章 道路の整備 

【１ 基本的な考え方】 

⚫ 道路は区民生活を支える重要な都市基盤施設であるため、地域の実態に応じた整備を行ってい

く必要がある。 

⚫ 安全で快適な道路環境を創出し、「安全で安心して生活できるまちづくり」を推進していく。 

⚫ 道路施設においては、点検、診断、修繕等の措置や長寿命化計画等の充実を含む維持管理業務サ

イクルを実施し、老朽化対策を進めるとともに、安全対策やバリアフリー化を推進する。 

表 渋谷区内の道路現況 

項目 区面積 道路面積 道路延長 道路率 

現況 １５.１１㎢ ２,７８７,１７８㎡ ２７２,７３７ｍ １８.４％ 

出典：令和７年度渋谷区勢概要 

 

写真 歩道拡幅：宮益坂  

平成２８年 

令和８年 
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表 渋谷区内の主要幹線道路の平均旅行時間・平均速度（令和７年） 
単位：所要時間 分’秒”・平均速度 km/h 

路線名 
測定区間 

（距離） 

開始時間 

上下別 

７時台 １３時台 １７時台 

上り 

内回り 

下り 

外回り 

上り 

内回り 

下り 

外回り 

上り 

内回り 

下り 

外回り 

国道２４６号 

(青山通り) 

(玉川通り) 

青山一丁目⇔渋谷駅東口 

(２.６㎞) 

所要時間(分’秒”) 

平均速度(㎞/h) 

７’０３” 

２２.１ 

６’３１” 

２３.９ 

８’５３” 

１７.６ 

８’４１” 

１８.０ 

１０’２７” 

１４.９ 

１２’２８” 

１２.５ 

渋谷駅東口⇔大橋 

(２.６㎞) 

所要時間(分’秒”) 

平均速度(㎞/h) 

２’５９” 

２８.２ 

２’０２” 

４１.３ 

３’２６” 

２４.５ 

２’２６” 

３４.５ 

３’３６” 

２３.３ 

４’２４” 

１９.１ 

国道２０号 

(甲州街道) 

初台⇔大原 

(２.７㎞) 

所要時間(分’秒”) 

平均速度(㎞/h) 

６’０２” 

２６.９ 

４’２１” 

３７.２ 

５’３６” 

２８.９ 

５’１０” 

３１.４ 

５’２４” 

３０.０ 

７’３７” 

２１.３ 

都道環状線 

５の１号線 

(明治通り) 

古川橋⇔渋谷駅東口 

(３.６㎞) 

所要時間(分’秒”) 

平均速度(㎞/h) 

７’５８” 

２７.１ 

８’２６” 

２５.６ 

８’５２” 

２４.４ 

１０’３３” 

２０.５ 

９’５６” 

２１.７ 

１２’３３” 

１７.２ 

渋谷駅東口⇔新宿四丁目 

(３.８㎞) 

所要時間(分’秒”) 

平均速度(㎞/h) 

９’４２” 

２３.５ 

９’３０” 

２４.０ 

１３’２５” 

１７.０ 

１３’４４” 

１６.６ 

１６’４７” 

１３.６ 

１６’２２” 

１３.９ 

都道 

環状６号線 

(山手通り) 

中目黒⇔富ヶ谷 

(３.４㎞) 

所要時間(分’秒”) 

平均速度(㎞/h) 

７’２８” 

２７.３ 

７’３１” 

２７.１ 

８’２６” 

２４.２ 

９’５６” 

２０.５ 

８’２５” 

２１.７ 

１３’３５” 

１５.０ 

富ヶ谷⇔初台 

(１.７㎞) 

所要時間(分’秒”) 

平均速度(㎞/h) 

４’３３” 

２２.４ 

３’５９” 

２５.６ 

４’４５” 

２１.５ 

５’０７” 

１９.９ 

４’４８” 

２１.３ 

８’５０” 

１１.５ 

初台⇔中野坂上 

(１.８㎞) 

所要時間(分’秒”) 

平均速度(㎞/h) 

６’０６” 

１７.７ 

４’３０” 

２４.０ 

５’４６” 

１８.７ 

５’３９” 

１９.１ 

７’１０” 

１５.１ 

６’１４” 

１７.３ 

出典：令和７年警視庁交通年鑑 

表 渋谷区内の主要幹線道路の平均旅行時間・平均速度（令和３年） 
単位：所要時間 分’秒”・平均速度 km/h 

路線名 
測定区間 

（距離） 

開始時間 

上下別 

７時台 １３時台 １７時台 

上り 

内回り 

下り 

外回り 

上り 

内回り 

下り 

外回り 

上り 

内回り 

下り 

外回り 

国道２４６号 

(青山通り) 

(玉川通り) 

青山一丁目⇔渋谷駅東口 

(２.６㎞) 

所要時間(分’秒”) 

平均速度(㎞/h) 

７’１７” 

２１.４ 

６’０７” 

２５.５ 

９’０７” 

１７.１ 

７’５７” 

１９.６ 

９’３５” 

１６.３ 

１０’５９” 

１４.２ 

渋谷駅東口⇔大橋 

(１.４㎞) 

所要時間(分’秒”) 

平均速度(㎞/h) 

３’５５” 

２１.４ 

２’１１” 

３８.５ 

４’５９” 

１６.９ 

２’３４” 

３２.７ 

４’５９” 

１６.９ 

３’５９” 

２１.１ 

国道２０号 

(甲州街道) 

初台⇔大原 

(２.７㎞) 

所要時間(分’秒”) 

平均速度(㎞/h) 

６’１３” 

２６.１ 

４’１８” 

３７.７ 

５’４０” 

２８.６ 

５’１０” 

３１.４ 

５’２６” 

２９.８ 

７’３７” 

２１.３ 

都道環状線 

５の１号線 

(明治通り) 

古川橋⇔渋谷駅東口 

(３.６㎞) 

所要時間(分’秒”) 

平均速度(㎞/h) 

９’２８” 

２２.８ 

８’０５” 

２６.７ 

９’５８” 

２１.７ 

９’３９” 

２２.４ 

１１’０９” 

１９.４ 

１１’０４” 

１９.５ 

渋谷駅東口⇔新宿四丁目 

(３.８㎞) 

所要時間(分’秒”) 

平均速度(㎞/h) 

１０’０５” 

２２.６ 

１０’５９” 

２０.８ 

１２’２７” 

１８.３ 

１３’２１” 

１７.１ 

１３’５３” 

１６.４ 

１５’０６” 

１５.１ 

都道 

環状６号線 

(山手通り) 

中目黒⇔富ヶ谷 

(３.４㎞) 

所要時間(分’秒”) 

平均速度(㎞/h) 

７’３０” 

２７.２ 

７’４４” 

２６.４ 

７’４５” 

２６.３ 

１０’００” 

２０.４ 

８’４４” 

２３.４ 

１４’４０” 

１３.９ 

富ヶ谷⇔初台 

(１.７㎞) 

所要時間(分’秒”) 

平均速度(㎞/h) 

４’２２” 

２３.４ 

３’５３” 

２６.３ 

４’２６” 

２３.０ 

４’４２” 

２１.７ 

４’３２” 

２２.５ 

８’２０” 

１２.２ 

初台⇔中野坂上 

(１.８㎞) 

所要時間(分’秒”) 

平均速度(㎞/h) 

７’０２” 

１５.４ 

５’２５” 

１９.９ 

５’４７” 

１８.７ 

６’０８” 

１７.６ 

８’１８” 

１３.０ 

７’２３” 

１４.６ 

出典：令和３年警視庁交通年鑑  
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【２ 安全で快適な道路環境の創出】 

≪歩道等の整備≫ 

⚫ 道路の交通実態等を踏まえ、歩道部の拡幅など歩行空間の改良を行う。 

⚫ 植栽等で横断歩道の見通しが悪い交差点は、剪定等により改善を図る。 

⚫ 歩道の連続性を確保するため、必要に応じて、交差点における歩道の切り開き部を切下げ部に

改良していく。 

≪電線類地中化の推進≫ 

⚫ 都市防災機能を強化し、安全で快適な歩行空間の確保や良好な都市景観を創出するため、令和

８年９月に公表した「渋谷区無電柱化推進計画」に基づき、電線類地中化を推進するとともに、

まちづくり関連事業や道路実態に応じ電線類地中化の検討を行う。 

≪自転車通行環境の整備≫ 

⚫ 令和８年４月に公表した「渋谷区自転車通行環境整備計画令第三次）」で定める整備対象路線の

整備を進めるとともに、経年劣化等によりナビラインが薄れた箇所の補修を行う。 

≪交通安全施設の整備≫ 

⚫ 道路標識や道路反射鏡、防護柵等の交通安全施設について新設及び改良を進める。 

⚫ 道路照明を整備し、夜間における交通安全の充実を図る。 

⚫ 児童や未就学児の移動経路については、重点的に対策を実施する。 

≪交差点対策≫ 

⚫ 交差点改良を行い、交差点のコンパクト化やバリアフリー対策を講じる。 

⚫ 交差点の交通安全対策として、滑り止めカラー舗装や路面標示等を整備し、車両の速度抑制対

策を実施する。 

 



 

19 

 
図 渋谷区自転車通行環境整備計画（第三次） 第三次整備計画図 

（

 
図 渋谷区無電柱化推進計画 優先整備路線等位置図 
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【３ 老朽化した道路施設の修繕等】 

≪舗装の修繕≫ 

⚫ 街路樹の根により路面が隆起した歩道については、歩行者の転倒事故に結びつく恐れがあるた

め、積極的に改修を行う。 

≪橋りょうの修繕等≫ 

⚫ 令和７年１１月に公表した「渋谷区橋りょう長寿命化修繕計画」に基づき、首都直下地震に備

え、効率的な耐震補強を推進するとともに、老朽化した橋りょうの計画的な点検及び積極的な

補修を行う。 

表 渋谷区が管理する橋りょう（令和７年４月１日現在） 

項目 橋数 橋長 面積 

現況 ８２橋 ７１５ｍ ６,５４２㎡ 

出典：渋谷区勢概要２０２５ 

表 渋谷区が管理する橋りょうのうち横断歩道橋と跨線人道橋の状況（令和７年４月１日現在） 

項目 横断歩道橋 跨線人道橋 

現況 ４橋 ６橋 

出典：渋谷区勢概要２０２５ 

 

図 渋谷区橋りょう長寿命化修繕計画（第３次：２０２２～２０２６年）概要版 【令和７年１１月改定】 
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第２章 道路利用秩序の改善 

【１ 基本的な考え方】 

⚫ 違法駐車をさせない道路交通環境整備を推進する。 

⚫ 交通の阻害要因である不法占有物や放置自転車等の対策を推進する。 

⚫ 駐車場等や荷さばき施設等の整備を推進し、交通渋滞の要因のひとつである違法駐車等の防止

を図る。 

⚫ 道路使用の適正化を図る。 

⚫ 放置自転車等禁止の対策を推進するとともに、自転車等駐車場の改修や整備を検討する。 

⚫ 荷おろし荷さばき対策を推進し、荷さばきスペースの整備及び適正利用を図る。 

⚫ 渋谷地区及び代々木地区駐車場整備計画等により、計画的な駐車施策を推進する。  

【２ 道路使用の適正化】 

≪道路使用及び占用の許可≫ 

⚫ 道路上の工作物設置、工事等による道路使用及び占用については、道路交通の安全確保と円滑

化を図るため、必要最小限かつ適正な許可を行う。 

⚫ パトロールを励行し、許可条件の遵守、保安施設の整備等を指導することにより、道路交通の安

全確保と円滑化を図る。 

≪不法占用物件の排除≫ 

⚫ 不法占用物件に対しては、厳正に対処するとともに、未然防止に努め、道路パトロールを強化す

る。 

⚫ 交通管理者、道路管理者、商店会等地域団体の連携による不法占用物件の指導･除去等を行う。 

⚫ 道路の役割について、関心と理解を深めるため、啓発活動を行う。 

≪渋谷区道路工事調整協議会の開催≫ 

⚫ 工事の施工時期・方法等について協議・調整を行い、工事期間の短縮等を図る。 

表 渋谷区内の道路占用許可状況 

種別 
許可件数（件） 

令和３年度 令和７年度 増減 

看板 ４９７ ４９９ ２ 

危険防護施設 １１９ １３５ １６ 

露店 ７ ７ ０ 

仮囲い・足場 ４７７ ４７２ －５ 

日除け ７８ ５２ －２６ 

上空通路 １３ １４ １ 

地下通路 １２ １１ －１ 

その他 １６２ １１９ －４３ 

合計 １，３６５ １，３０９ －５６ 

出典：渋谷区土木部企画管理課資料  
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【３ 放置自転車等対策・違法駐車二輪対策等の推進】 

≪放置自転車等対策の推進≫ 

⚫ 放置自転車や違法駐車二輪車等は、安全な歩行空間や緊急時の活動を阻害し、地域の美観を損

ねる大きな地域課題である。 

⚫ 様々な手法により、駅周辺を中心に自転車等駐車場の整備を検討する。 

⚫ 自転車等駐車場周辺に放置された自転車・原動機付自転車に対して、誘導･啓発活動を行う。 

⚫ 区条例に基づいた「自転車等放置禁止区域」の指定を行い、放置自転車等の警告･撤去を積極的

に推進する。 

⚫ 自転車等駐車場の整備にあたっては、民間のノウハウを最大限に活用する。 

⚫ 「渋谷区安全・安心なまちづくりのための大規模建築物に関する条例」により、周辺地域のため

の公共利用ができる自転車等駐車場を整備する。 

≪路上の自転車・原動機付自転車・二輪車駐車場の整備促進≫ 

⚫ 路外駐車場の整備が困難な地域において、交通に支障のない範囲で、道路上の自転車・原動機付

自転車・二輪車駐車場の整備を検討する。  

≪駐車場の二輪車受入れ≫ 

⚫ 改正駐車場法施行令平成１８年１１月）により、二輪車駐車場に関する規定が整備されたことを

受け、駐車場の二輪車の受入れを促進する。 

≪駅前放置自転車クリーンキャンペーンの実施≫ 

⚫ 毎年１回、渋谷区と東京都が連携して｢駅前放置自転車クリーンキャンペーン」を実施し、集中

的かつ効果的な放置自転車対策を実施する。 
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表 自転車等放置禁止区域一覧 
（令和８年４月１日現在） 

 地区 指定年月日 備考 

１ 笹塚駅周辺  平成３年５月１０日  

２ 恵比寿駅周辺 
平成９年５月１日  

平成１８年４月１日 追加指定 

３ 初台駅周辺 

平成９年６月１日  

平成１８年４月１日 追加指定 

平成１８年８月２１日 追加指定 

４ 代々木上原駅周辺 平成１１年１２月１日  

５ 幡ヶ谷駅周辺 平成１３年１２月１日  

６ 参宮橋駅周辺 平成１８年４月１日  

７ 代々木駅周辺 
平成１８年４月１日  

平成１９年１月１５日 追加指定 

８ 千駄ヶ谷駅周辺 平成１８年４月１日  

９ 渋谷駅周辺 

平成１８年４月１日  

平成１８年１２月２０日 追加指定 

平成１９年４月１日 追加指定 

平成１９年６月１日 追加指定 

令和８年４月１日 追加指定 

１０ 渋谷区役所周辺 平成１８年４月１日  

１１ 清水橋周辺 平成１８年９月１日  

１２ 代々木八幡駅周辺 平成１８年１１月２０日  

１３ 新宿駅南口周辺 

平成１９年８月１日  

平成２２年４月１日 追加指定 

平成２８年５月１日 追加指定 

１４ 原宿駅・神宮前周辺  

平成１９年４月１日  

平成２５年２月１日 追加指定 

令和７年１０月１日 追加指定 

１５ 広尾駅周辺 平成１９年４月１日  
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表 自転車・原動機付自転車・二輪車駐車場一覧 
（令和７年３月現在） 

名称 所在地 
収容台数 

自転車 二輪車 原付 

サイカパーク笹塚 笹塚１-４６-１ ９２２ - ３０ 

サイカパーク初台 本町１-１-１１ ３７６ - - 

サイカパーク恵比寿 恵比寿４-２-６ ７４８ - １０７ 

笹塚東 笹塚１-５２先 １６０ １４５（原付含む） 

笹塚駅南 笹塚１-２９ ７７ - - 

幡ヶ谷駅高架下第一 幡ヶ谷２-１３先 ３４０ １１５（原付含む） 

幡ヶ谷南第一 幡ヶ谷１-３０先 ３２ - ４６ 

幡ヶ谷南第二 幡ヶ谷１-１ ３１ - - 

初台駅南口 初台１-５３・５４先 １７５ １２ - 

初台中央 初台１-４７ ５６ ３０（原付含む） 

初台東 代々木４-３２ ７２ １９ ４ 

参宮橋高架下 代々木４-１先 ６８ ２８（原付含む） 

代々木八幡駅北 元代々木町１ ５７ １２（原付含む） 

代々木八幡駅八幡橋高架下 上原１-４７先 ２０５ - - 

代々木公園駅 富ヶ谷１-８先 １００ - - 

代々木上原駅 上原１-３１ ２４５ ４８ ３３ 

代々木上原駅第二 西原３-１２先 １０８ - - 

あおい通り 代々木２-９～１１ ５１ ３４（原付含む） 

甲州街道代々木第一 代々木２-９先 １０４ - - 

甲州街道代々木第二 代々木２-１１先 １２５ - - 

代々木駅東口 千駄ヶ谷５-２４ ６４ - ２３ 

代々木駅西口 代々木１-３４ ４８ - - 

代々木駅北口第一 代々木１-５６ ５４ - - 

代々木駅北口第二 代々木１-５５ ２４ - - 

代々木一丁目 代々木１-２０ ２２ １５（原付含む） 

北参道第二 千駄ヶ谷４-２８先 ４７ ２７ - 

千駄ヶ谷駅第一 千駄ヶ谷１-３５先 ９２ - - 

千駄ヶ谷駅第二 千駄ヶ谷１-３５ ８２ - - 

五輪橋第一 代々木神園町２ ２６ - - 

五輪橋第二 神南２-１先 ３１ - - 

桜丘 桜丘町１９-１先 １５ １９（原付含む） 

渋谷駅新南口 渋谷３-１６先 ７１ - - 

渋谷二丁目交差点（旧 青山学院南） 渋谷４-５ ２４ ２６ ７ 

金王坂上 渋谷２-１６-１ ２７ - - 

金王坂中央第一 渋谷２-１５-１ ３１ - - 

出典：渋谷区勢概要２０２５  
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名称 所在地 
収容台数 

自転車 二輪車 原付 

金王坂中央第二 渋谷２-１７-５ ２６ - - 

渋谷道玄坂 道玄坂１-１２ １２２ - - 

渋谷駅ハチ公口 渋谷１-２６・２７先 １９３ - - 

宇田川 宇田川町１１-９ ８５ - - 

NHK 西門前 神山町９ ２３８ ４１ ５８ 

恵比寿駅東口公園 恵比寿４-２-６ ３７ - - 

恵比寿駅西口第一 恵比寿西１-２先 ２０７ - - 

恵比寿駅西口第二 恵比寿南１-６先 ９７ - １３ 

広尾橋 広尾５-６ ５０ - - 

恵比寿南まちかど公園 恵比寿南１-１５先 ８ １０（原付含む） 

笹塚交差点前 幡ヶ谷２-３１先 ２０ １４（原付含む） 

神宮前４丁目 神宮前４-２６-３５先 ２２ - - 

渋谷フクラス西 道玄坂１-２ ２０４ - - 

渋谷区役所地下 宇田川町１-１２ １２７ - - 

笹塚駅高架下 笹塚１-５８-１６ - ４９ ４６ 

幡ヶ谷駅高架下第二 幡ヶ谷２-１４先 - ７２（原付含む） 

天神橋 代々木３-２５ - ３０（原付含む） 

富ヶ谷遊歩道 富ヶ谷１-１３先 - １８（原付含む） 

本町一丁目交差点 西原１-３３ - １２（原付含む） 

西原一丁目公園 西原１-２９先 - １３（原付含む） 

代々木二丁目 代々木２-１先 - １０（原付含む） 

千駄ヶ谷駅 千駄ヶ谷１-３２ - ２６（原付含む） 

北参道第一 千駄ヶ谷４-２８先 - ２６（原付含む） 

神宮前 神宮前５-１１-１３ - １４（原付含む） 

神南一丁目 神南１-９ - １３（原付含む） 

神宮通り 神宮前６-２２ - １３（原付含む） 

恵比寿駅東 恵比寿４-２ - ２３（原付含む） 

渋谷橋 恵比寿１-１ - ４１ ７ 

恵比寿駅西口第二 恵比寿西２-１ - ３６（原付含む） 

東三丁目 東３-２７ - １２ - 

合計 ６,１４６ １,３７７ 

出典：渋谷区勢概要２０２５  
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【４ 違法駐車対策の推進】 

≪路上駐車対策の推進≫ 

⚫ 違法駐車は、慢性的な交通渋滞や自転車通行空間の阻害等の道路交通環境を悪化させる要因で

ある。道路環境の円滑化や安全で快適な自転車通行空間の創出のため、その抜本的な解決が急

務である。 

⚫ ｢渋谷区違法駐車等の防止に関する条例」に基づき、区、警察、区民、地域団体等との連携を強

化し、違法駐車の防止活動を推進する。 

⚫ 民間駐車監視員による、放置車両確認業務のための巡回活動を効果的かつ計画的に推進する。 

≪違法駐車をさせない道路環境整備と大店立地法による駐車場整備の推進≫ 

⚫ 違法駐車をさせない道路環境整備を推進する。 

⚫ 大規模小売店舗立地法により整備される駐車台数を活用し、商業地域等における違法駐車対策

を推進する。 

表 渋谷区内の路上駐車実態（令和７年度） 

区分 渋谷署 原宿署 代々木署 合計 

駐車規制延長（幅員４.５ｍ以上） ９１,５２６ ３４,２２５ ４６,０６４ １７１,８１５ 

瞬間路上駐車実態 

駐車総数 ８７３ ３７５ ５３３ １,７８１ 

合法駐車台数 １７５ ６２ ６１ ２９８ 

違法駐車台数 ６９８ ３１３ ４７２ １,４８３ 

駐車密度(台／１,０００ｍ） ７.９ ９.６ ６.３ ７.９※ 

出典：区内警察署 

※駐車密度(台／１,０００ｍ）は平均値を記載 
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【５ 荷さばきスペースの整備と利用の適正化】 

≪荷さばきスペースの整備≫ 

⚫ 荷さばき車両の無秩序な駐車は、交通渋滞の大きな要因となっており、バス等の公共交通機関

の定時運行を妨げている。 

⚫ スムーズな交通を確保するとともに、地域の活性化を図るため、荷さばきスペースの整備を推

進する。 

⚫ 渋谷駅周辺においては、大規模開発などに共同荷さばきスペースの整備誘導を図る。 

≪荷さばきスペース利用の適正化≫ 

⚫ 荷さばきスペースが、荷さばき車両の長時間滞留や、一般車両に駐車されないよう、利用の適正

化を図る。 

⚫ 共同荷さばきスペースの利用登録制、有料化などの方策を検討する。 

⚫ 四輪車駐車場の需給バランスを保ちながら、適切な台数の確保を行う。 

⚫ 国土交通省、警視庁等の関係機関、商店会等の地域団体と連携し、共同荷さばきスペースの様々

な運用手法について、地域特性に合わせた荷さばき対策を推進する。 

 

  

 

  

図 渋谷フクラス荷さばきスペース 
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【６ 渋谷地区及び代々木地区駐車場整備計画の推進】 

≪渋谷地区駐車場整備計画≫ 

⚫ 平成１７年１２月に、渋谷駅周辺地域約１３９ha が、政令により「都市再生緊急整備地域」に

指定され、平成１９年４月には「渋谷駐車場整備地区令約１４２ha）」の見直しを行った。 

⚫ 平成２２年４月に、渋谷駅周辺整備計画の検討に伴い、地域ルールの導入を視野に入れて「渋谷

地区駐車場整備計画」を策定し令平成２５年１月改定）、平成２３年１２月に「渋谷地区駐車場

地域ルール」が施行された令平成２６年１２月改正）。 

⚫ 「渋谷地区駐車場地域ルール」によって、路上駐車や自動二輪・荷さばき駐車スペースの不足な

どの地域における駐車課題を踏まえた駐車施策を実施する。このことにより、附置台数の減免

を認め、適正な駐車施設の整備と十分に活用されていない既存駐車場の有効活用を行い、地域

全体の交通環境・駐車環境の改善を図る。また、駐車場出入口を減少させ、快適な歩行環境の形

成、まちのにぎわいを向上させるため、駐車場の集約化令隔地確保）を図る。 

 

 
図 渋谷駐車場整備地区（渋谷地区駐車場地域ルール適用地区） 
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≪代々木地区駐車場整備計画≫ 

⚫ 代々木駐車場整備地区は新宿駐車場整備地区として、昭和３６年に都市計画決定され、当初決

定から約６０年の時がたち、土地利用や駐車場に関する状況に大きく変化がみられるようにな

ったため、令和３年３月に名称を変更し、エリアを拡大した。 

⚫ 令和３年３月に、代々木駐車場整備地区における駐車課題を解決するため、代々木地区駐車場

整備計画及び同計画に基づく「代々木地区駐車場地域ルール」を策定した。 

⚫ 令和３年１０月に施行された「代々木地区駐車場地域ルール」により、地域特性を考慮した附置

義務駐車場の緩和や、小規模な附置義務駐車場の隔地による集約化を誘導する。 

⚫ 附置義務駐車場の緩和を行う代替に、地域内の駐車施策への貢献として地域内の共同荷さばき

スペースや、二輪車駐車場整備などを誘導することで、路上駐車の解消を図り、安全・快適な歩

行者空間の確保を行う。 

 

 
図 代々木駐車場整備地区（代々木地区駐車場地域ルール適用地区） 
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第３章 交通規制と交通秩序の維持 

【１ 基本的な考え方】 

⚫ 渋谷区内における都市交通の安全と円滑化を図るとともに、交通災害を防止するため、交通に

関する諸施策を推進する。 

⚫ 生活道路では、歩行者優先の視点に立った的確な対応を図る必要がある。 

⚫ 安全で住みよい道路交通を確保し、交通規制の実効性を確保するため、交通違反者や販売事業

者に対する指導取締りを推進する。 

【２ 交通規制の推進】  

≪交差点対策≫ 

⚫ 交通安全対策として、時間表示付き歩行者用信号機の整備を推進する。 

≪路線対策≫ 

⚫ 幹線道路について、慢性的な交通渋滞解消のため、駐車監視員、路上荷さばき対策の検討を行

う。 

⚫ 信号機の改良、区画線の調整･変更を行い、交通事故及び交通渋滞の防止を図る。 

≪地域対策≫ 

⚫ 住宅地域･スクールゾーン等について、歩行者･自転車利用者の安全確保のため、地域の実情に

応じた柔軟な交通規制を行い、適正な交通規制の運用に努める。 

⚫ 繁華街においては、地域に即した交通安全対策の充実を図る。 

≪高齢者対策≫ 

⚫ 高齢歩行者や高齢運転者の立場から、道路標識をより見やすくするため、必要に応じて大型化

等を図るとともに、状況により各種交通規制を見直し、高齢運転者等にもわかりやすい交通規

制を実施する。 

≪自転車対策≫ 

⚫ 自転車が安全に通行できる環境を確保するため、普通自転車専用通行帯やナビマークの整備、

歩道上における自転車の通行部分の指定等を実施する。 

≪二輪車対策≫ 

⚫ 幹線・準幹線道路等の二輪車の交通事故を防止するため、二輪車の交通量が多い交差点等にお

いては、必要に応じて原動機付自転車の右折方法令二段階・小回り）や進路変更禁止、進行方向

別通行区分等の交通規制を実施する。 

≪先行交通対策≫ 

⚫ 大規模な再開発や大型店舗の建設、道路、鉄道等の整備は、地域の交通流に大きな変化を及ぼす

反面、交通基盤の整備改善を図る好機であることから、これらの開発計画を早期に把握し、道路

の拡幅や改良、自転車通行空間や歩行空間の整備等、交通管理上必要な施策が計画に盛り込ま

れるよう、計画立案者や事業者と区・警察・道路管理者・地域住民等があらかじめ調整を行う

等、先行交通対策を推進する。 
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表 渋谷区内の交通事故多発交差点（令和７年・令和３年） 

 
順位 交差点名 管轄警察署 発生件数(件) 

死傷者数 

死者 負傷者 計 

令
和
７
年 

１ 神宮前 原宿 ９ ０ １３ １３ 

２ 渋谷署前 渋谷 ６ ０ ６ ６ 

３ 千駄谷小学校 原宿 ５ ０ ９ ９ 

令
和
３
年 

１ 神宮前 原宿 ９ ０ ９ ９ 

２ 渋谷署前 渋谷 ７ ０ ８ ８ 

３ 富ヶ谷 代々木 ６ ０ ７ ７ 

出典：警視庁提供 

表 渋谷区内交差点の交通事故発生状況（令和７年） 

管轄警察署 
交差点 交差点付近 合計 

件数 死者 負傷者 件数 死者 負傷者 件数 死者 負傷者 

渋谷署 １０８ ０ １１７ ５０ ０ ５７ １５８ ０ １７４ 

原宿署 ７１ ０ ７９ ３０ ０ ３５ １０１ ０ １１４ 

代々木署 ６７ ０ ７１ ２２ ０ ２５ ８９ ０ ９６ 

合計 ２４６ ０ ２６７ １０２ ０ １１７ ３４８ ０ ３８４ 

出典：警視庁交通事故統計（令和７年）  
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【３ 交通法令違反者等に対する指導取締りの推進】 

⚫ 交通災害から区民等の生命と健康を守るため、道路交通秩序の確立が不可欠であり、交通に係

わりのあるすべての人々が、交通ルールを遵守し、交通マナーの向上に努め、これを実践するこ

とが極めて重要である。 

⚫ 一人ひとりが交通安全意識に徹しなければ、道路交通秩序は確保されない。 

⚫ 警察など、交通関係機関等が中心となり、道路交通秩序の確立を図るため、道路交通法など交通

法令違反者や、交通マナー意識が低い者に対する指導取締りを強力に実施するとともに、運転

免許取消･停止処分者や交通違反常習者など悪質･危険な運転者の早期排除に努める。 

≪重大事故に直結する悪質･危険･迷惑性の高い交通違反の指導取締り≫ 

⚫ 重大交通事故の直接の原因となっている、酒酔い･酒気帯び･無免許運転･速度超過･信号無視･横

断歩行者等妨害･整備不良など、悪質･危険･迷惑性の高い交通違反の指導取締りを推進する。 

⚫ 渋谷区内における交通事故発生実態等を分析して、この結果を踏まえた効果的かつスポット的

な交通違反の指導取締りを推進し、渋谷区内における重大交通事故の防止に努める。 

≪飲酒運転、運転中の携帯電話使用の指導取締り推進≫ 

⚫ 社会問題となっている「飲酒運転」については、特に悪質性（・危険性が高く、重大交通事故につ

ながることが多いため、区内の事故実態を分析の上、計画的な指導取締りを実施する。 

⚫ 運転中の携帯電話使用についても、指導取締りを推進する。 

≪二輪車・自転車の指導取締り≫ 

⚫ 信号無視･速度超過･車線違反・一時不停止など、事故に直結する違反を中心とした交通違反者

に対する指導取締りを推進し、交通事故防止対策の徹底を図る。 

⚫ 道路交通法に違反する、危険性・迷惑性が高い悪質・危険な自転車運転については、交通反則通

告制度の適用等を含めた指導取締を推進する。 

⚫ 二輪車・自転車を利用した、いわゆるデリバリーサービス等の普及に伴い、すり抜けなどの危険

な運転行為、荷受け待機時の違法駐車等の実情に対応するため、宅配便事業者･運転者に対する

指導や交通安全教育等を図る。 

⚫ 交通安全教室において、「自転車運転者講習制度」の周知を図る。 

≪暴走族の取締り≫ 

⚫ 暴走族対策は、「暴走族に対する総合対策の推進について」令昭和５５年関係省庁申合せ）に基づ

き、関係機関･団体との連携により、強力に推進してきたが、今後も引き続き各種対策を講じる。 

⚫ 小規模の暴走行為や、道路を占拠しての集結であっても、看過することなく、共同危険行為など

道路交通法違反による取締りを強化する。 

⚫ 悪質事犯や不法行為事案に対しては、各種法令を積極的に適用し、被疑者の逮捕及び車両の押

収など強力な検挙体制で臨む。 

⚫ 関係機関･学校等と連携の上、暴走族追放気運の醸成を図る。 
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≪貨物自動車の指導取締り≫ 

⚫ 過積載違反は、交通事故に直結するほか、道路交通環境を悪化させる要因である。 

⚫ 貨物車による右左折時の巻き込み事故が増加していることから、事業者に対する注意喚起に加

え、フロントガラスへの装飾版を設置している貨物車や安全確認用窓付近に荷物を積載してい

る貨物車の指導を徹底する。 

⚫ 警察など関係機関との連携を図りつつ、主要路線等における指導取締りを推進する。 

⚫ 貨物自動車運送事業者に対する警告･指導を行い、過積載車両の根絶に努める。 

≪特定小型原動機付自転車を始めとする小型モビリティの指導取締り≫ 

⚫ シェアリングサービスなどにより、利用が増加している特定小型原動機付自転車を始めとする

小型モビリティについて、適切な利用を促す啓発活動を行う。 

⚫ 特定小型原動機付自転車やペダル付き電動バイク等の電動モビリティ利用者による悪質・危険

な交通違反に対する指導取締りを推進する。 

⚫ 販売事業者に対しては、道路交通法上の車両区分を明示するなどの安全指導を徹底するととも

に、ペダル付き電動バイクを電動アシスト自転車と称して販売する悪質な販売事業者に対して

は、あらゆる法令の適用を視野に入れた積極的な捜査を推進する。 

表 主な交通違反別の交通人身事故発生件数 第１当事者（令和７年 都内全域） 

区分 
発生件数

(件) 

死傷者数(人) 

死亡 重傷 軽傷 合計 

車
両 

酒酔い運転 ５３ ０ ４ ５４ ５８ 

信号無視 ８８２ ６ １４９ ９５５ １,１１０ 

最高速度違反 １７ ５ ８ １１ ２４ 

指定場所一時不停止等 ８９１ １ １０２ ８８９ ９９２ 

横断歩行者等妨害 ８６４ １０ １３６ ７３６ ８８２ 

通行区分（右側通行等） ８０ ０ ９ ８５ ９４ 

通行禁止（右折・左折） １７ ０ ２ １８ ２０ 

横断禁止（転回等） １１４ ３ ４８ ７６ １２７ 

交差点安全進行 ４,１８９ ９ ４４８ ４,０６９ ４,５２６ 

安全運転義務 ２１,２９０ ５４ ９３１ ２２,７５３ ２３,７３８ 

その他 １,６０３ １７ ２２９ １,５３４ １,７８０ 

歩
行
者 

信号無視 ６２ ９ ３１ ２４ ６４ 

道路横断 ５４ ５ ２１ ３２ ５８ 

飛び出し ３１ １ １１ ２１ ３３ 

その他 ２９ １４ ８ ７ ２９ 

合計 ３０,１７６ １３４ ２,１３７ ３１,２６４ ３３,５３５ 

出典：令和７年警視庁交通年鑑 

  



 

34 

【４ 駐車秩序の確立】 

⚫ 渋谷区内は、人･車･物流等が集中し、幹線道路はもとより区道･生活道路まで、違法駐車車両等

が道路等を占拠しており、交通渋滞･交通事故の要因となっている。 

⚫ 違法駐車車両等の抑止に向けた各種対策を積極的に推進し、渋谷区内における駐車秩序の確立

を図る。 

≪違法駐車をさせない道路交通環境整備、駐車施設･パーキングメーター等の効果的運用≫ 

⚫ 違法駐車をさせない道路交通環境整備を推進するとともに、違法駐車が及ぼす迷惑（・妨害性、危

険性の周知を図る。 

⚫ 駐車需要の高い地域における積極的な駐車施設等の充実を図る。 

⚫ 地域実態等に応じた路上パーキング施設令パーキングメーター及びチケット）の適正かつ効果

的な運用及び見直しを随時検討する。 

≪違法駐車車両等に対する指導取締りの推進≫ 

⚫ 警視庁ホームページで公開されている取締り活動ガイドラインの周知徹底を図る。 

⚫ 渋谷区・警察など交通関係機関が一体となり、違法駐車車両等の指導取締りを推進する。 

⚫ バスレーン対策、違法駐車抑止活動の充実強化等を推進し、渋谷区内における道路交通の円滑

化を図る。 

≪自動車保管場所の確保の徹底≫ 

⚫ 各警察署における「車庫証明」の適正な審査･交付手続きを推進する。 

⚫ 警察･渋谷区違法駐車防止指導員等による保管場所法違反者に対する指導取締りを推進する。 

≪違法駐車抑止気運の醸成≫ 

⚫ ｢渋谷区違法駐車等の防止に関する条例」に基づき、区内主要地域において、指導･警告活動等を

展開する。 

⚫ 区･警察･バス会社等の公共交通事業者など交通関係機関、町会や「地域交通安全活動推進委員」

等の地域住民が一体となり、区民一人ひとりの理解と協力を育み、違法駐車車両を排除し、道路

交通環境の健全化に向けた積極的な各種活動を展開するなど、違法駐車の抑止気運の醸成を図

る。 

表 渋谷区内の路上パーキング施設設置件数（令和７年度） 

種別 渋谷署 原宿署 代々木署 合計 

パーキングメーター ２２９ １７７ ８５ ４９１ 

パーキングチケット ２６４ ４５ １８６ ４９５ 

合計 ４９３ ２２２ ２７１ ９８６ 

出典：区内警察署 
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第４章 交通安全意識の普及と車両安全性の確保 

【１ 基本的な考え方】 

⚫ 令和３年以降、自動車保有台数は概ね横ばいで推移し、運転免許保有者数は増加傾向であるこ

とを踏まえ、引き続き、交通安全教育など運転者に対する各種交通安全対策を講じることが必

要不可欠である。 

⚫ 運転者はもとより、地域から交通安全の輪を広げていくことが大切であるとの認識に立ち、交

通安全教育活動等を推進し、交通事故の未然防止を図る。 

⚫ 渋谷区・警察等の関係機関が中心となり、各種交通安全教室・街頭キャンペーン等のあらゆる機

会を利用して広報教育活動を実施し、社会的責任を重点とした交通安全教育を推進する。 

⚫ 参加･体験･実践型の運転者講習会など各種講習会を開催し、運転者の技能向上等を図る。各種

講習会の開催にあたっては、オンラインでの講習や動画を活用した学習機会の提供、ウェブサ

イトやＳＮＳ等各種媒体を積極的に活用し、対面によらない交通安全教室や広報啓発活動につ

いても効果的に推進する。 

表 渋谷区内の運転免許証保有者数の推移（令和３年～７年）２ 

年 
人数(人) 

男性 女性 合計 

令和３年 ７６,９１０ ６４,０９０ １４１,０００ 

４年 ７６,８０３ ６４,７９４ １４１,５９７ 

５年 ７７,４７８ ６５,３７１ １４２,８４９ 

６年 ７７,６９３ ６５,７４７ １４３,４４０ 

７年 ７７,４７０ ６５,６０６ １４３,０７６ 

出典：警視庁交通年鑑 

 

 

※令和３年を１００とした指数 

図 区内の運転免許証保有者数の増加推移（令和３年～７年）  
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【２ 自動車等運転者への交通安全意識の普及】 

≪自動車運転者に対する交通安全教育≫ 

⚫ シートベルト非着用により交通事故時の重傷化を招いていることから、後部座席を含むシート

ベルトの正しい着用キャンペーンを効果的に推進し、着用を徹底する。 

⚫ チャイルドシートの必要性・着用効果に対する広報･普及活動を強化し、着用促進を図る。 

⚫ 自動車･自転車等運転中の携帯電話等の使用を禁止する広報啓発を、引き続き推進する。 

⚫ 事業者においては、運転者講習会を積極的に開催するとともに、交通関係団体と連携し、効率的

な交通安全教育を推進する。 

≪二輪車運転者に対する交通安全教育≫ 

⚫ ｢二輪車ストップ作戦｣など各種キャンペーンや、二輪車運転実技教室など講習会の開催を通じ、

二輪車対象の交通安全教育の充実強化を図る。 

⚫ 二輪車を利用した宅配便令いわゆるバイク便やデリバリーサービス等）の普及に伴い、すり抜

け・逆走などの危険な運転行為、荷受け待機時の違法駐車等の実情に対応するため、宅配便事業

者･運転者に対する指導や交通安全教育等を図る。 

⚫ 速度超過、すり抜け運転等、重大事故に直結する違反の取締りを推進する。 

≪交通事故防止ネットワークの構築≫ 

⚫ 小型モビリティ販売事業者、二輪車販売店、交通安全対策推進協議会、二輪車関連事業者、二輪

車利用者等に対して交通安全情報を発信するためのネットワークを構築する。 

≪二輪車安全運転推奨シール交付制度の普及≫ 

⚫ 二輪車実技講習への積極的参加を促すため、二輪車安全運転推奨シールを実技講習受講者に交

付し、模範運転者としての自覚を促す。 

≪二輪車運転者のプロテクター着用の促進≫ 

⚫ 交通事故が発生した場合に、重大事故になる可能性が高い二輪車運転者に対し、傷害の程度を

低くするため、プロテクターの着用を促進する。 

≪原動機付自転車の自動車損害賠償責任保険の加入促進≫ 

⚫ 車検制度を活用した加入確認ができず、自賠責保険への加入率が低迷する原動機付自転車につ

いて、関係機関・販売事業者等と連携した広報啓発により、加入を促進する。 

≪自転車損害賠償保険等への加入促進≫ 

⚫ 関係機関・販売事業者・学校・雇用事業者等と連携し、令和２年４月に（「東京都自転車の安全で

適正な利用その促進に関する条例」が改正されたことにより、自転車損害賠償保険等への加入

が義務化されていることの周知と、当該保険等の加入促進を図る。 

≪自転車利用者に対する交通安全教育≫ 

⚫ 自転車利用マナー向上キャンペーン、自転車安全教室など、交通安全教育を積極的に開催し、

自転車安全利用五則・自転車運転者講習制度の周知徹底を図る。 

⚫ 自転車通行ルールを守らない自転車利用者に対しては、交通反則通告制度等を適用するなど、

状況に応じ、指導警告及び取締りを推進する。 

⚫ 交通事故の被害を軽減するため、ヘルメットの必要性等を周知し、着用を促進する。 
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自転車安全利用五則（令和 ４年１１月１日交通対策本部決定より）  

１．車道が原則、左側を通行、歩道は例外、歩行者を優先 

道路交通法上、自転車は軽車両と位置付けられています。 

したがって車道と歩道の区別があるところは車道通行が原則

です。 

そして、道路の左側に寄って通行しなければなりません。 

歩道を通行できる場合は、車道寄りの部分を徐行しなければ

ならず、歩行者の通行を妨げる場合は一時停止しなければなり

ません。 

２．交差点では信号と一時停止を守って、安全確認 

（信号機のある交差点では、

信号が青になってから安全を

確認し、横断しましょう。 

一時停止のある交差点で

は、必ず一時停止をして、安全

を確認してから横断しましょ

う。 

３．夜間はライトを点灯 

夜間はライトを点けなけれ

ばなりません。 

自転車に乗る前にライトが

つくか点検しましょう。 

４．飲酒運転は禁止 

（お酒を飲んだときは、自転車に乗ってはいけません。 

５．ヘルメットを着用 

自転車に乗るときは、乗車用ヘ

ルメットを着用しましょう。 

幼児・児童を保護する責任のあ

る方は、幼児を幼児用座席に乗せ

るときや幼児・児童が自転車を運

転するときは、幼児・児童に乗車

用ヘルメットをかぶらせるよう

にしましょう。 

図 自転車安全利用五則 

 

≪自転車乗車時のヘルメット着用促進≫ 

⚫ 道路交通法が改正され、令和５年４月から全ての自転車利用者に対し、自転車用ヘルメットの

着用が努力義務化された。自転車用ヘルメット着用の促進を図るため、ポスターやインターネ

ット等を活用した広報啓発活動を実施し、社会全体におけるヘルメット着用の気運醸成を図る。 

⚫ 渋谷区自転車用ヘルメット購入補助金制度を周知し、ヘルメット着用率の向上を図る。 

≪薄暮・夜間時間帯の交通安全の確保≫ 

⚫ 薄暮･夜間時間帯に交通事故が多発していることから、交通安全の確保を推進する。 

⚫ 歩行者からの車両の視認性が低下しはじめる薄暮時間帯に、早めにライトを点灯して視認性を

高める「トワイライト・オン運動」を推進する。 

⚫ 薄暮･夜間時間帯において、車両運転者から歩行者の視認性を高め、交通事故を未然に防ぐため、

高齢者や子どもを中心に、反射材リフレクターの着用を促進する。 

 

  

出典：東京都 

出典：東京都 出典：東京都 

出典：東京都 

出典：東京都 
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≪安全運転管理者等に対する交通安全教育≫ 

⚫ 道路交通法に基づく、事業者に対する講習の充実を図り、企業内における安全運転管理業務を

徹底する。 

⚫ 事業活動時における駐車違反･過積載違反･整備不良などの道路交通法違反等については、使用

者･事業者等へ通報制度を十分に活用する。不法事案については、法令に基づいた指導･取締り

を実施する。 

⚫ ｢自宅持ち帰り車両の抑制対策｣を推進し、通勤時の交通渋滞を緩和し、持ち帰り車両による保

管法違反･駐車違反を防止する。 

≪横断歩行者の安全確保に関する教育≫ 

⚫ あらゆる機会を通じて、運転者に対して横断歩道手前の減速義務や横断歩道における歩行者優

先等の交通ルールについて、再徹底を図るための交通安全教育を推進する。 

⚫ 歩行者に対しては、横断歩道を渡ること、信号機のあるところではその信号に従うといった交

通ルールの周知を図る。さらに、運転者に横断する意思を明確に伝え、安全確認してから横断を

始め、横断中も周りに気を付けること等、歩行者が自らの安全を守るための交通行動を促す交

通安全教育等を推進する。 

表 渋谷区内における二輪車・自転車等の交通事故件数の推移（令和３年～７年） 

年 交通事故件数 
交通事故 

当事者件数 

二輪車・自転車等の交通事故当事者件数 

自動二輪 
原動機付 

自転車 
自転車 

二輪車・ 

自転車以外 

令和３年 ５８４ １,１６８ １２１ ２５ ２３７ ７８５ 

４年 ８４０ １,６８０ １５９ ５２ ３６１ １,１０８ 

５年 ８６０ １,７２０ １４４ ７３ ３６４ １,１３９ 

６年 ７２６ １,４５２ １２６ ４５ ２８９ ９９２ 

７年 ７５２ １,５０４ １３６ ３４ ２８９ １,０４５ 

出典：警視庁交通年鑑 

 

図 渋谷区内における二輪車・自転車等の交通事故件数の割合（令和７年）  

自動二輪 9.0% 原動機付自転車 2.3%

自転車 19.2%

二輪車・自転車以外 69.5%
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【３ 子どもへの交通安全意識の普及】 

≪学校等における交通安全教育≫ 

⚫ 学習指導要領に基づき、学校の教育活動全般を通じて行う。 

⚫ 関連教科や道徳、学級活動、児童･生徒会活動、学校行事などの特別活動、総合的な学習の時間

の指導を中心に、幼児･児童･生徒の発達段階に応じて、計画的、組織的に適切な指導を行う。 

⚫ 各学校では、生活指導担当教員を中心として、年間指導計画の充実および指導方法の研究等を

推進する。 

（保育園・幼稚園） 

⚫ 施設の送迎時、散歩等の園外保育時に、道路の歩き方、横断歩道の渡り方、信号の見方、電車や

バスの正しい乗降等を実地指導する。 

⚫ 初歩的、基本的な交通ルール等について、ビデオ等を活用し、警察署の協力により分かりやすく

指導する。 

⚫ 家庭通信や施設でのポスター等を通じ、保護者の協力を得て、家庭でも交通安全意識の育成･浸

透を図る。 

（小学校） 

⚫ 安全な歩行･自転車利用、安全な生活を営むことができる態度や能力の育成を中心に行う。 

⚫ 単なる交通安全の知識や技能の習得にとどめることなく、危険予測トレーニングや通学路等に

おける実地指導を通じて、事故を回避するための具体的な方法を身に付け、実践できるよう、指

導を充実する。 

⚫ 教育委員会を通じて、小学校に配備されたタブレット端末にて、幅広い多様なコンテンツの活

用や、各警察署や関係機関との連携によるオンライン交通安全教育の更なる充実を図る。 

（中学校） 

⚫ 小学校までの安全教育の基礎の上に、自転車の安全な利用、交通事情、交通法規、事故処理、交

通災害防止に関する基本的事項の理解を中心に指導する。 

⚫ 自転車安全教室を通じて、交通安全と交通災害防止に関する態度･能力の育成に努める。  

⚫ 交通社会の一員として、責任と自覚を高めるような指導の充実を図る。 

⚫ 警察官と協力して保護誘導活動等のボランティア活動を行うことにより交通規範意識の醸成を

図る。 

⚫ 教育委員会を通じて、中学校に配備されたタブレット端末にて、幅広い多様なコンテンツの活

用や、各警察署や関係機関との連携によるオンライン交通安全教育の更なる充実を図る。 

（通学路等における交通安全指導） 

⚫ 登下校時における園児、児童、生徒等、子どもの交通事故を未然に防止するため、子どもの交通

事故発生状況等を把握する。 

⚫ 保護者の理解と協力を得て、関係行政機関･学校における、実践を通じた「交通ルール」の指導

を継続して行う。 

⚫ 危険ポイント点検を励行し、その改善を図り、通学路の子どもの安全を確保する。 

⚫ 実際の通学路において、新入生を対象とした横断歩行訓練を行う。 
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≪子どもの保護者に対する交通安全対策の推進≫ 

⚫ 子どもの保護者によるボランティア活動、交通安全に関する映画会･講習会等の機会を通じて、

保護者に対し、交通安全意識の普及･浸透等を図る。 

⚫ 学校だよりや児童・生徒用タブレットの活用、ＰＴＡ活動等を通し、ヘルメットの着用や自転車

保険への加入、二人乗りの禁止などの交通ルールを周知するとともに、家庭や地域全体で子ど

もを交通事故から守る意識の向上を図る。 

≪年代ごとの体系的な交通安全教育の構築≫ 

⚫ 幼児から小学生、中学生、高校生と、年代ごとにふさわしい交通安全教育を体系的に実施し、

より効果を高める。 

表 渋谷区内における子どもの交通事故件発生状況（令和７年） 

管轄警察署 
発生件数(件) 死者数(人) 負傷者数(人) 

未就学児 小学生 中学生 合計 未就学児 小学生 中学生 合計 未就学児 小学生 中学生 合計 

渋谷署 １ ５ ０ ６ ０ ０ ０ ０ ４ ５ ０ ９ 

原宿署 ０ ２ ４ ６ ０ ０ ０ ０ ０ ２ ４ ６ 

代々木署 ２ ５ ２ ９ ０ ０ ０ ０ ７ ２ １ １０ 

合計 ３ １２ ６ ２１ ０ ０ ０ ０ １１ ９ ５ ２５ 

令和３年 ４ ７ ３ １４ ０ ０ ０ ０ １２ ９ ２ ２３ 

増減数 -１ ５ ３ ７ ０ ０ ０ ０ -１ ０ ３ ２ 

出典：警視庁交通年鑑 

 
図 渋谷区内における子どもの交通事故件数の割合（令和７年） 

表 渋谷区内における場所別子どもの交通事故件発生状況（令和７年） 

管轄警察署 
表通り(件) 裏通り(件) 

合計 
幹線道路 準幹線道路 補助的道路 生活道路 

渋谷署 0 2 0 3 ５ 

原宿署 0 2 １ 3 ６ 

代々木署 1 2 3 3 ９ 

合計 １ ６ ４ ９ ２０ 

令和３年 ５ １ １ ９ １６ 

増減数 -４ ５ ３ ０ ４ 

出典：警視庁提供  

幼児 14.3%

小学生 57.1%

中学生 28.6%
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【４ 高齢者等交通弱者への交通安全意識の普及】 

⚫ 交通安全意識を地域社会のすみずみまで浸透させるため、既存組織の育成、活性化を図る。 

⚫ 地域の交通安全組織を拡大し、交通安全に関する自主的活動を強化する。 

⚫ 地域社会の生涯学習の場などを利用し、交通安全思想の普及、浸透を図る。 

≪高齢者に対する交通安全対策の推進≫ 

⚫ 区の各種高齢者事業を実施する中で、併せて横断歩行訓練、保護誘導活動など、高齢者に対する

参加･体験･実践型の交通安全教育を実施する機会をつくる。 

⚫ 「反射材令リフレクター）」の効果的活用と、「目立つ服装」の心がけの啓発に努め、夜間等の交

通事故の防止を図る。 

⚫ 高齢者の運転者に対する交通安全対策を推進する。 

⚫ 運転免許証が不要になった方や、加齢に伴う身体機能の低下等のために、運転に不安を感じる

ようになった高齢ドライバーの方に対し、自主的な運転免許証返納を推奨する。返納者には運

転経歴証明書が交付される。 

⚫ 関係機関と連携し、高齢者利用施設における交通安全教室の実施など、身近な交通安全教育を

強化する。 

≪電動車いす（三輪･四輪車）の交通安全対策の推進≫ 

⚫ 高齢者等の移動手段として電動車いす令三輪･四輪車）の普及が進んでいる。電動車いす（令三輪･

四輪車）の安全性の向上に応じて、利用促進を図る。 

⚫ 電動車いす令三輪･四輪車）の利用者に対し、安全利用の啓発を推進する。 

≪身体障がい者に対する交通安全対策の推進≫ 

⚫ 身体障がい者の安全な通行方法等に関する交通安全教育を推進する。 

⚫ 身体障がい者の関係機関･団体等と連携を図り、手話等による交通安全教育を実施する。 

≪交通安全組織等に対する交通安全対策の推進≫ 

⚫ 渋谷区･警察など交通関係機関等は、交通安全協会、交通少年団、ヤングミセスクラブなど、交

通安全活動を積極的に推進する組織等に対し、後援するとともに、組織の拡大･強化を図る。 
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表 渋谷区内における高齢者の交通事故件発生状況（令和７年） 

 事故発生件数 

(１当+２当) 

死傷者数(人) 

死者 負傷者 計 

６５歳～６９歳 ６７ ０ ３０ ３０ 

７０歳～７９歳 ８１ ０ ３４ ３４ 

８０歳以上 ２５ ０ １９ １９ 

出典：警視庁交通事故統計 

 
図 渋谷区内における高齢者の交通事故件発生状況（令和７年） 

【５ 外国人への交通安全意識の普及】 

⚫ 日本における基本的な交通ルール等の周知に重点を置いた外国人向け交通安全教育を推進す

る。 

⚫ 放置自転車等禁止区域の看板等への外国語表記を実施する。 

⚫ 日本の言葉や生活習慣に不慣れな在留・訪日外国人が、交通事故の加害者または被害者になら

ないため、関係機関等と連携し、日本の交通ルールを遵守し、マナーの理解を図る取り組みを行

う。 

⚫ 訪日外国人を中心に利用される公道カートについては、利用者への多言語による交通ルールの

周知や、貸出事業者による利用前の安全指導を促進することで、交通ルールの遵守と安全利用

の徹底を呼びかける。 
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【６ 車両の安全性の確保】 

⚫ 渋谷区･警察など交通関係機関等は、関係団体等の協力を得て、定期点検の促進や不正改造車防

止活動を推進し、自動車等の点検･整備の徹底を図ることにより、車両の安全性の確保に努める。 

≪自動車の安全性の確保≫ 

⚫ 自動車保有者及び使用者等による自動車の点検整備を徹底させることにより、自動車の安全性

の確保を図る。 

⚫ ｢自動車定期点検整備促進運動」の展開など、保守管理意識の普及を図る。 

≪不正改造車両の排除≫ 

⚫ 交通事故の原因となるだけでなく、騒音･排ガス等、生活環境にも悪影響を及ぼす不正改造車両

の排除を図る。 

≪自動車排出ガス及び騒音の取締り≫ 

⚫ 一酸化炭素令ＣＯ）、炭化水素令ＨＣ）の濃度、自動車等の排気音について関係機関と連携して

街頭検査を実施し、違反の取締りを推進する。 

≪自転車の安全性の確保≫ 

⚫ 渋谷区内小学校で開催している「自転車安全教室」に合わせ、渋谷区内東京都自転車商協同組合

の協力により、自転車の整備点検を実施する。 

⚫ 児童･生徒等に対して、自転車の安全点検要領及び整備要領等の習得を図る。 

≪自転車「ＴＳマーク」「ＳＧマーク」の普及≫ 

⚫ 自転車安全整備店の自転車安全整備士が点検整備した自転車に貼付され、傷害保険及び賠償責

任保険が付加される「ＴＳマーク」の普及を図る。 

⚫ 消費生活用品安全法に基づく安全基準に適合した「ＳＧマーク」付自転車の普及を図る。 

≪自動運転に関する公道実証実験への対応≫ 

⚫ 道路交通の安全・円滑に資することが見込まれる自動運転について、安全を確保しつつ、その

実現が図られるよう、関係部署と連携を図り、自動運転に関する公道実証実験が円滑に推移す

るよう取り組む。 

 

出典：警視庁交通年鑑（令和３年～７年） 

図 渋谷区内における自動車保有台数及び自転車防犯登録台数の推移  
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第５章 交通安全運動 

【１ 基本的な考え方】 

⚫ 渋谷区内の交通事故の根絶を期すために、一人ひとりに対して、交通安全知識を普及し、交通安

全思想の高揚を図る。 

⚫ 交通ルールの遵守と、正しい交通マナーの実践を習慣づける。 

⚫ 地域ぐるみの「交通安全運動」を展開し、区民等に対して、広く交通安全を周知することによ

り、交通事故防止の徹底を図る。 

【２ ｢渋谷区交通安全協議会」の設置及び運営】 

⚫ 渋谷区内の関係行政機関及び関係団体が、相互の協力体制を確立するとともに、強力かつ効果

的な全区民運動を推進し、交通事故のない安全で住みよい渋谷区を築くことを目的として、昭

和３９年８月２９日に「渋谷区交通安全協議会」を設置した。 

⚫ 毎年、継続して協議会を開催し、渋谷区交通安全運動等の実施など、交通安全に係る事項につい

て協議する。 

【３ ｢渋谷区交通安全運動」の推進】 

⚫ 毎年、春季及び秋季の１０日間、全国交通安全運動の実施に伴い、渋谷区交通安全協議会で議決

された重点事項に基づき、「渋谷区交通安全運動」を実施する。 

⚫ 渋谷区･警察など交通関係機関及び地域住民等が、地域ぐるみで交通安全運動を展開し、区民等

に対して交通安全意識の普及啓発を図る。 

【４ 高齢者を対象とした交通安全運動の推進】 

⚫ 高齢者を対象として、交通ルールの遵守と交通マナーの向上を呼びかけるなど、高齢者の交通

事故防止を図る。 

⚫ 介護予防ひろば事業令｢遊湯～ひろば｣）、渋谷ハチコウ大学において、高齢者に対する「交通安

全教室」を実施し、高齢者に対する交通安全の普及啓発を図る。 

⚫ 交通安全をより身近にとらえられるよう、参加・体験の交通安全運動を実施する。 

【５ 子どもを対象とした交通安全運動の推進】 

⚫ 秋の交通安全運動に先駆け、渋谷区内在学小学生を対象とした「交通安全絵画コンクール」を実

施し、子どもに対する交通安全意識の普及・高揚を図る。 

⚫ コンクールの優秀作品を、交通安全推進ポスターや、啓発用ポケットティッシュの図柄に採用

し、広く区民等に対しても交通安全の普及・高揚を図る。 

【６ ｢交通安全日」の設定及び推進】 

⚫ 年間を通じた交通安全運動の推進･恒常化のために、毎月指定日令原則として毎月１０日）を「交

通安全日」とする。 

⚫ 警察など交通関係機関と地域住民等が中心となり、交通安全に関する各種キャンペーンや指導

取締りなど、１日交通安全運動を展開する。 
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【７ 公共交通スムーズ化の推進】 

≪「バスレーン･キープ作戦」の推進≫ 

⚫ 路線バスの定時運行を確保するため、年間を通じてバスレーン等の見直しを検討するとともに、

違法駐車車両及びバス専用レーンの指導取締りを強化する。 

≪路線バス優先化対策の推進≫ 

⚫ 路線バス等公共交通のスムーズな運行のため、特に混雑の激しい道路区間および通勤時間帯に

「バス専用レーン」を指定するとともに、指導取締りを強化し、路線バス等の定時運行を確保す

る。 

 

表 渋谷区内の路線バス優先化対策指定状況（令和７年現在） 

 種別 路線名 方向 指定区間 延長 指定時間 

路
線
バ
ス
専
用
レ
ー
ン 

国道 
国道２４６号 

（玉川通り） 

上り 神泉町～渋谷駅西口 約０．８ｋｍ 
日曜休日を除く 

７：００～９：３０ 

下り 渋谷駅西口～神泉町 約０．８ｋｍ 
日曜休日を除く 

１７：００～１９：００ 

都道 

環状５の１号線 

（明治通り） 
内回り 渋谷橋～天現寺橋 約１．０ｋｍ 

日曜休日を除く 

７：３０～９：００ 

放射２２号線 

（六本木通り） 

上り 
渋谷４丁目～ 

南青山６丁目１５ 
約０．１ｋｍ 

日曜休日を除く 

７：３０～９：３０ 

下り 
南青山７丁目１～ 

渋谷２丁目 
約０．６ｋｍ 

日曜休日を除く 

７：３０～９：３０ 

出典：警視庁提供 
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【８ トワイライト・オン＆リフレクター運動の推進】 

⚫ １日の中で最も交通事故が発生しやすい、夕暮れ時の交通事故を防止するため、自動車の前照

灯を日没時より早めに点灯する「トワイライト・オン運動」を推進する。 

⚫ 歩行者や自転車利用者等が明るく目立つ服の着用や、服や持ち物、自転車等へ（「反射材令リフレ

クター）」を装着し、夕暮れから夜間にかけて運転者に対する視認性を向上させることで、交通

事故を未然に防ぐ「リフレクター運動」を推進する。 

【９ 地域のボランティアによる交通安全運動の推進】 

⚫ 町会･商店会等の地域団体、区民等のボランティアによる交通安全活動を推進する。 

⚫ 地域が主体となり、小学生の登校時に見守り、安全確保を図る取組を区内各地域に広める。 

⚫ 地域が主体となり、交通秩序ルール啓発ポスター・ステッカー等を活用して、交通安全を呼びか

ける取り組みを充実する。 
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第６章 救急と救済 

【１ 基本的な考え方】 

⚫ 交通事故の根絶は、すべての区民の願いであるが、現状の交通実態においては実現性が厳しい

ことから、交通事故が発生してしまった場合における、負傷者等の救護を迅速かつ適切に行っ

ていく。 

⚫ また、その後の生活において医療費等の経済的援助の要となる保険の運営・加入促進、そして法

律や事務手続きの相談など、ソフト面での援助制度の双方を引き続き維持・充実していく。 

【２ 救急体制の充実】 

≪救急隊の充実≫ 

⚫ 渋谷消防署には、本署及び各出張所に救急隊計７隊が配置されており、1名以上の救急救命士が

乗車している。引き続き、高度な救急処置を実施できる体制を確保し、救急需要の増大の対策と

して、救急隊員のローテーションを行い高度な救急サービスの提供を維持している。また、救急

機動部隊は時間帯により変化する救急需要に応じて待機場所を変え、現場到着時間の短縮を図

り、渋谷区内の救急要請にも対応している。 

また、日本語でのコミュニケーションが困難な外国人傷病者にも対応できるよう、全救急隊に

多言語音声翻訳アプリ「救急ボイストラ」令３１言語対応）のほか、コミュニケーション支援ボ

ードやコミュニケーションマニュアルを配置しており、渋谷消防署の全７隊においても、これ

らのツールを活用した円滑な救急活動を行っている。 

≪救急車の適正利用≫ 

⚫ 令和７年中に渋谷区内で発生した救急事案で、救急隊により搬送された約１９，４００人のう

ち、軽症者が約６割を占めている。この数値は、東京都全体の軽症者の割合令約５割）と比較し

ても多いことから、本当に救急車が必要な人が利用できるよう、救急車の適正利用について、継

続して普及啓発していく。 

渋谷消防署では、救命講習受講者及び防災訓練参加者等を中心に、都民が急な病気やけがをし

た際に「救急車を呼ぶべきか」、「今すぐ病院で受診すべきか」迷った時や、どこの病院に行った

らよいのか分からない時などの相談窓口である「救急相談センター令#７１１９）」及び自身の症

状に応じた質問に答えることで、#７１１９と同様なアドバイスを得られる「東京版救急受診ガ

イド」の普及促進を図り、限りある救急車の適正利用について区民等の理解と協力を、引き続き

呼びかけていく。 

≪ポンプ隊と救急隊の連携による救護活動≫ 

⚫ 火災等に出場するポンプ車が救急事故現場に出場し、救急隊員にポンプ隊員※1が加わることで、

マンパワーを確保した効率的な救護活動令ＰＡ※2 連携）を行っている。ＰＡ連携は、１１９番

通報時に「心肺停止状態である。」「意識がない。」等、傷病者が重症以上と判断される場合や救

急車の到着が遅れる場合に加えて、繁華街を中心とした飲酒に係わる急病人やけが人を迅速に

救護する場合等に運用する。 

※１ ポンプ隊員は、「応急手当指導員」という資格を所有し、心肺蘇生処置や創傷・固定処置等の救急処置を実施できる。 

※２ 「ＰＡ」とは、ポンプ車（Pumper）と救急車（Ambulance）の頭文字を取ったもの。 
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≪区民等による応急手当の普及活動≫ 

⚫ 令和６年中の救急隊が現場に到着するまでの平均所要時間は８分５９秒であり、５年前令令和

元年）と比較すると約２分２４秒延伸している。救える命を救うため、救急隊が到着するまでの

間、交通事故現場に居合わせた人令バイスタンダー）による応急手当の実施率を向上させる。 

渋谷消防署では、区内在住者、区内在勤者等を対象に、救命講習の受講について積極的に働きか

けており、令和７年中には約３，８３３名の各種救命講習受講修了者を育成するとともに、救急

隊が到着するまで不安な気持ちでいるバイスタンダーが正しい応急手当を実施できるよう、電

話で救急隊等が応急手当のアドバイスをしていることについて普及啓発を行い、区民等による

応急手当の実施率向上を図っていく。 

表 渋谷区内の救急活動件数 

年 
救急出動件数(件) 搬送人員(人) 

総数 交通事故 総数 交通事故 

令和３年 １７，３２８ ９２２ １３，９３２ ８０６ 

４年 ２１，０１６ １，０７３ １６，３９１ ９５０ 

５年 ２２，７１７ １，０３９ １８，４４８ ８９６ 

６年 ２３，２２２ １，０８１ １８，８９７ ９３８ 

７年 ２３，７１５ １，１４１ １９，４００ １，０２５ 
出典：渋谷消防署 

 

 
出典：渋谷消防署 

図 渋谷区内の救急出動件数 

表 区内の救急告示医療機関（令和８年４月現在） 

救急告示医療機関名 所在地 

東京都立広尾病院（救命センター） 恵比寿２丁目３４-１０ 

日本赤十字社医療センター（救命センター） 広尾４丁目１-２２ 

内藤病院 初台１丁目３５-１０ 

クロス病院 幡ヶ谷２丁目１８-２０ 

ＪＲ東京総合病院 代々木２丁目１-３ 

代々木病院  千駄ヶ谷１丁目３０-７ 
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【３ 救済制度の充実】 

≪「渋谷区民交通傷害保険」事業の推進≫ 

⚫ 交通事故による死亡または傷害を受けた区民の救済を図るため、区が窓口となって「区民交通

傷害保険」の加入推進に努める令募集は毎年２月～３月）。 

⚫ 自動車、二輪車など様々な交通機関による交通事故に遭った場合、保険料や怪我の程度によっ

て保険金を受け取ることができる。 

⚫ 近年多発している自転車運転中の加害事故賠償責任に対応した自転車賠償プランを付加するこ

ともできる。 

≪相談業務の推進≫ 

⚫ 渋谷区は、「法律・交通事故相談窓口」を開設し、交通事故当事者に必要な法的知識、事後処理

手続き等についての指導助言を行う。 

⚫ 警察は交通課で「交通相談」を受け付け、交通事故をはじめとした交通問題全般に関しての指導

助言を行う。 

≪無保険者（車）の追放≫ 

⚫ 車両運転者は、自動車損害賠償責任保険への加入が法規で定められているが、加入しない運転

者(車両)がおり、交通事故の際に問題が生じる。 

⚫ 無保険者令車）の追放は、救済制度の根幹であり、警察等関係機関による無保険者令車）に対す

る指導取締りの強化及び広報啓発活動を推進し、撲滅することにより、加害者責任能力を強化

し、自動車事故による被害者の保護･救済を図る。 

表 区民交通傷害保険の補償内容 

補償内容 年額保険料（参考） 最高保険金額 

区民交通傷害Ｘコース 

＋自転車賠償責任プラン 
１，５００円 

３５万円 （交通傷害） 

＋１億円（自転車賠償） 

区民交通傷害Ａコース 

＋自転車賠償責任プラン 
２，２００円 

１５０万円 （交通傷害） 

＋１億円（自転車賠償） 

区民交通傷害Ｂコース 

＋自転車賠償責任プラン 
３，０００円 

３５０万円 （交通傷害） 

＋１億円（自転車賠償） 

区民交通傷害Ｃコース 

＋自転車賠償責任プラン 
４，３００円 

６００万円 （交通傷害） 

＋１億円（自転車賠償） 

区民交通傷害Ａコース １，２００円 １５０万円（交通傷害） 

区民交通傷害Ｂコース ２，０００円 ３５０万円（交通傷害） 

区民交通傷害Ｃコース ３，３００円 ６００万円（交通傷害） 
出典：渋谷区 区民交通傷害保険 令和８年度用ご案内（リーフレット） 

※中途加入の場合、保険開始日により保険料が異なります。 
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第７章 鉄道と踏切道の安全確保 

【１ 基本的な考え方】 

⚫ 渋谷区内では、ＪＲ山手線･埼京線、小田急小田原線、京王本線･井の頭線の鉄道が地上部を走行

していることから、鉄道上はもとより、鉄道と道路等との交差部における交通安全の確保が重

要である。 

⚫ 渋谷区及び鉄道事業者等は、鉄道と踏切道における交通安全対策を徹底するため、鉄道施設等

の点検整備を充実させるとともに、鉄道の高架化･地下化及び踏切道の整備改善を進める。 

⚫ 高齢者や障がい者をはじめ、誰もが安心して快適に利用できる駅施設等の整備を進め、区内の

バリアフリー化の充実に努める。 

【２ 線路施設等の点検整備の充実】 

⚫ 各鉄道事業者において、線路施設の保守や豪雨時におけるトンネル内の浸水防止に努める。 

⚫ 省力化軌道、重軌条化、ロングレール化、ＰＣまくらぎ化、路盤改良等の軌道強化を図るなど、

線路施設等の点検整備を充実し、鉄道の安全確保に努める。 

【３ 鉄道の安全運行の確保】 

⚫ 列車の運行状況を的確に把握し、ダイヤの乱れ、鉄道事故の発生に対して、迅速かつ適切な措置

を講じる運行管理体制の充実化及び高度化に努める。 

⚫ 運輸安全マネジメントを推進することにより、安全管理に努める。 

⚫ 大規模な事故等が発生した場合に、迅速かつ的確な情報の収集・連絡を行う。 

⚫ 大型台風の接近・上陸などの気象状況により列車の運転に支障が生ずる恐れが予測されるとき

は、一層気象状況に注意するとともに、路線の特性に応じて前広に情報提供したうえで、計画的

に列車の運転を休止するなど、安全の確保に努める。 

⚫ 情報提供を行うに当たっては、訪日及び定住外国人にも対応するため、事故等発生時における

多言語案内体制の強化に努める。 

【４ 踏切道の安全確保】 

⚫ 区と鉄道事業者にて踏切の状況を確認し、安全確保に努める。 

⚫ 速効対策として、歩車道の分離を目的とした歩行部のカラー化等を実施する。 

⚫ 遮断時間の長い踏切には、状況により迂回ルートの案内板設置を行うよう努める。 
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表 渋谷区内の踏切設置状況（令和７年１月時点） 

路線名 踏切数 踏切名 

ＪＲ埼京線 ２ 厩道、青山街道 

小田急小田原線 １２ 

新宿１・２号 

南新宿２・３・４・５号 

参宮橋１・３・４・５・６号 

代々木八幡１号 

京王本線 １ 幡ヶ谷３号 

京王井の頭線 １ 渋谷１号 

合計 １６  
出典：鉄道事業者各社 

 

図 迂回標示の例 

表 踏切道の交通事故発生状況（令和７年１月時点） 

年 発生件数(件) 
死傷者数(人) 

死者数 負傷者数 計 

令和３年 １ ０ １ １ 

４年 ０ ０ ０ ０ 

５年 ０ ０ ０ ０ 

６年 ３ ０ ３ ３ 

７年 ２ ０ ２ ２ 

出典：警視庁交通事故統計（令和３年～令和７年） 
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【５ 駅施設等のバリアフリー化等の推進】 

≪駅施設等のバリアフリー化≫ 

⚫ 乗降客･乗り換え客等で集中する渋谷区内の駅施設利用時における、区民等の安全確保及びバリ

アフリー法の趣旨を踏まえ、障がい者や高齢者をはじめとした誰もが、安心して快適に利用で

きる駅施設等の整備改善を推進する。 

⚫ ｢誘導･警告ブロック」及び「点字案内付券売機」については、渋谷区内の駅施設はすべて設置済

である。 

≪駅プラットホームの安全対策の推進≫ 

⚫ プラットホームからの転落事故等を防止するため、安全対策を推進する。 

⚫ ホームドア設置の推進を図る。 

≪バス・タクシー等のバリアフリー化の推進≫ 

⚫ 渋谷区内を運行するバス事業者を中心に、ノンステップバスの導入等を推進する。 

⚫ 高齢者や障がい者をはじめ、誰もが乗り降りしやすいタクシーの整備を促進する。 

表 渋谷区内の鉄道駅のバリアフリー施設設置状況（令和８年８月現在） 

事業者 路線名 駅名 
実施状況 

エレベータ エスカレータ だれでもトイレ 

東日本旅客鉄道 

山手線 

埼京線 

恵比寿 ○ ○ ○ 

渋谷 ○ ○ ○ 

原宿 ○ ○ ○ 

代々木 ○ ○ ○ 

中央線 千駄ヶ谷 ○ ○ ○ 

東急電鉄 
東横線 

渋谷 ○ ○ ○ 

代官山 ○ ― ○ 

田園都市線 渋谷 ○ ○ ○ 

小田急電鉄 小田原線 

南新宿 ○ ― ○ 

参宮橋 ○ ― ○ 

代々木八幡 ○ ○ ○ 

代々木上原 ○ ○ ○ 

京王電鉄 

井の頭線 
渋谷 ○ ○ ○ 

神泉 ○ ○ ○ 

本線 

初台 ○ ○ ○ 

幡ヶ谷 ○ ― ○ 

笹塚 ○ ○ ○ 

東京メトロ 

銀座線 渋谷 ○ ○ ○ 

半蔵門線 渋谷 ○ ○ ○ 

日比谷線 恵比寿 ○ ○ ○ 

千代田線 
明治神宮前 ○ ○ ○ 

代々木公園 ○ ○ ○ 

副都心線 

北参道 ○ ○ ○ 

明治神宮前 ○ ○ ○ 

渋谷 ○ ○ ○ 

都営地下鉄 大江戸線 
新宿 ○ ○ ○ 

代々木 ○ ○ ○ 
出典：各事業者 
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第８章 災害時における交通安全対策 

【１ 基本的な考え方】 

⚫ 渋谷区では、警察･消防･消防団及び地域の自主防災組織等の防災関係機関と連携し、大地震等

による大規模災害が発生した場合に備え、防災訓練を実施するなど、防災意識の普及啓発を行

っている。 

⚫ 渋谷区では全国に先駆け、平成８年４月１日に「渋谷区震災対策総合条例」を施行し、１月１７

日を｢防災点検の日｣として定め、区民、事業所及び区が相互に協力し、防災施設･資器材等の点

検など防災体制の確認･検証を実施している。 

⚫ 災害時には、建物等の倒壊による道路の寸断、回復困難な交通渋滞の発生、鉄道など交通機関の

不通、電線等の切断など、交通環境の悪化が避けられない。日頃から交通安全対策を周知し、い

ざという時に、混乱なく的確な行動をとれるようにすることが重要である。 

【２ 大地震発生時における交通安全対策】 

≪渋谷区及び周辺地域における交通規制≫ 

⚫ 警視庁では、「大震災の発生に伴う交通対策実施要綱」を策定しており、「緊急交通路」３６路線

を指定し、車両流入規制、緊急通行車両以外は車両通行禁止の交通規制を行い、救出救助車両等

の通行及び避難誘導のための緊急交通路を確保する。また、救出救助、避難誘導活動が経過した

後、この交通規制により緊急輸送のための車両の通行を確保する。 

≪渋谷区災害対策本部の設置と緊急啓開道路の確保≫ 

⚫ 渋谷区では、区に災害が発生又は発生する恐れがあるとき、状況に応じて「渋谷区災害対策本

部」を設置するとともに、区職員は災害対策に従事する。 

⚫ 渋谷区災害対策本部の設置に伴い、道路・土木施設班、がれき処理班等は、関係機関等と連携

し、災害応急・復旧活動及び物資輸送車両の通行可能幅員を確保するための作業等を実施する。 

表 渋谷区及び周辺地域における災害時の交通規制実施要領 

禁止区分 規制地域 

車両通行禁止 環状７号線及び国道２４６号・多摩川を結んだ内側地域 

（渋谷区内は全域が対象地域） 

車両流入・流出禁止 国道１６号から東側地域の都県境 

表 渋谷区内の「緊急交通路」の指定状況 

禁止区分 規制地域 

一般道路 
国道２４６号（青山通り・玉川通り） 南青山５丁目交差点～神泉町交差点 

国道２０号（甲州街道） 西新宿１丁目交差点～大原交差点 

高速道路 
首都高速道路 渋谷線(３号線) 渋谷４丁目交差点～神泉町交差点 

首都高速道路 新宿線(４号線) 外苑橋～大原交差点 
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表 緊急啓開道路の担当区分 

区分 担当組織 

国道担当 国土交通省東京国道事務所代々木出張所 

都道担当 東京都第二建設事務所 

区道担当 渋谷区土木部 道路課(土木事務所) 

 

≪区民等の交通安全対策≫ 

（避難所・避難経路の確認） 

⚫ 区民一人ひとりが、災害発生に備え、避難所の場所、避難経路、避難時に支障となるような危険

箇所などを平素から確認し、実際に歩き、家族で話し合う。 

⚫ 区･警察･消防など、交通関係機関・防災関係機関では、防災訓練や、道路危険箇所点検等を通じ

て、区民等の防災対策を一層推進する。 

（避難時の注意点等の啓発） 

⚫ 区･警察･消防など防災関係機関では、防災意識の普及啓発キャンペーンの実施や、防災マニュ

アルの作成、配布などを行う。 

（ドライバーの心得） 

⚫ 区内の交通規制実施要領等を平素から把握しておく。 

⚫ 避難に際して、自動車は使用できないことを念頭においた準備を家族等と話し合っておく。 

⚫ 走行中に大地震が発生した場合、運転が困難になり、道路交通環境が急激に悪化し、交通事故等

の二次災害の危険性が極めて高くなるため、注意事項を踏まえて避難する。 

表 避難時の注意点 

 自動販売機やブロック塀など倒れやすいものには近づかない。 

 落下物から身を守るため、ビルに入るか、近くの広い場所に避難する。 

 垂れ下がった電線など危険なものは触らない。 

 エレベータは使わない。 

 電車内にいる場合は、不用意に車外に飛び出さない。 

 避難は徒歩で、持ち物は最小限にする。 

 病人･寝たきり高齢者･身体の不自由な人などの避難に際しては、区民等相互の互助の精神を

発揮し、協力して避難にあたる。 

 避難途中や避難場所では、渋谷区･警察･消防など防災関係者や、テレビ･ラジオから冷静に正

しい情報を収集し、デマなどに振り回されずに行動し、パニックを回避する。 
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表 運転時の注意点 

 車を置いて避難するときは、できるだけ道路外の場所に移動しておくこと。やむを得ず道路

上に置いて避難するときは、道路の左側に寄せて駐車し、エンジンを止め、エンジンキーは付

けたままにするか運転席などの車内の分かりやすい場所に置いておくこととし、窓を閉め、

ドアはロックしないこと。駐車するときは、避難する人の通行や災害応急対策の実施の妨げ

となるような場所には駐車しないこと。 

 警察官の指示やラジオ･情報板などによる地震･交通情報により冷静かつ適正に行動する。 

 危険が切迫している場合以外は、独自判断でみだりに自動車を走行させない。 

 高速道路上では、慌てずに減速し、左側に寄せて停車する。渋滞などで左側に寄せられない場

合は、「緊急交通路」となることから、右側に停車して、道路中央部分を開ける。 

【３ 「警戒宣言」が発令された場合の交通安全対策】 

≪「警戒宣言」とは≫ 

⚫ 南海トラフ地震や首都直下地震の発生が懸念されている。国は、大規模な地震の兆候があると

きは、「警戒宣言」を発令し、地震への備えを国民に呼びかける。 

⚫ ｢警戒宣言」が発表された場合、渋谷区･警察･消防など防災関係機関では、防災行政無線･看板等

のほか、パトロールカー･消防車による警戒宣言告知サイレンの吹鳴により、区民等に対して報

知する。 

≪「警戒宣言」発表時における交通規制≫ 

⚫ ｢警戒宣言」が発表された場合、警視庁では交通規制を実施し、災害発生時に準じた交通対策を

行い、地震に備えた各種防災対策を推進して区民等の安全確保を図る。 

≪「警戒宣言」発表時における区民等の交通安全対策≫ 

⚫ 令和３年５月に改定された「避難情報等に関するガイドライン」に伴い、警戒レベルの見直しが

行われた。 

⚫ 自動車運転中に大地震が発生した際には、できるだけ安全な方法により道路の左側に停止させ、

避難する人の通行や災害応急対策の実施の妨げとなるような場所には駐車しない。 

表 渋谷区及び周辺地域の「警戒宣言」発表時の交通規制実施要領 

交通規制種別 規制地域（路線） 

車両通行禁止 
環状７号線の内側の道路で都心方向に向かう車両 

（渋谷区内は全域が対象地域） 

緊急通行車両以外の車両通行制限 
国道２０号（甲州街道） 

（渋谷区内対象区間：初台交差点～大原交差点） 

表 警戒レベル 

警戒レベル 避難情報など とるべき避難行動など 

警戒レベル５ 緊急安全確保 緊急安全確保行動（命の危険から身の安全を可能な限り確保する

ため、その時点より相対的に安全な場所への移動など）をとる 

警戒レベル４ 避難指示 危険な場所から全員避難する 

警戒レベル３ 高齢者等避難 避難に時間を要する高齢者などの要配慮者は避難する 

その他の人は避難の準備、地域状況に応じて避難する 

警戒レベル２  避難に備え自らの避難行動を確認する 

警戒レベル１  災害への心構えを高める 
出典：内閣府 
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表 都内交通事故発生状況の年次推移 

年次 実施計画名 発生件数(件) 死者数(人) 負傷者数(人) 死傷者数(人) 

昭和４６年 

第１次渋谷区 

交通安全計画 

５６,４２１ ６６０ ７４,４４６ ７５,１０６ 

昭和４７年 ４８,０４２ ５５１ ６２,０９２ ６２,６４３ 

昭和４８年 ４２,３５７ ５３８ ５４,２３７ ５４,７７４ 

昭和４９年 ３５,８６８ ４３４ ４５,４０６ ４５,８４０ 

昭和５０年 ３５,３３７ ３８２ ４４,０６２ ４４,４４４ 

昭和５１年 

第２次渋谷区 

交通安全計画 

３４,１３１ ３５０ ４２,２８７ ４２,６３７ 

昭和５２年 ３３,５０１ ３３５ ４０,７６７ ４１,１０２ 

昭和５３年 ３１,８８１ ２９４ ３８,６８０ ３８,９７４ 

昭和５４年 ３０,７８３ ２７７ ３７,４５１ ３７,７２８ 

昭和５５年 ３２,０７４ ３４３ ３８,５６４ ３８,９０７ 

昭和５６年 

第３次渋谷区 

交通安全計画 

３０,８４３ ３４０ ３６,７８９ ３７,１２９ 

昭和５７年 ３０,８６８ ４１５ ３６,７７１ ３７,１８６ 

昭和５８年 ３２,８７７ ４１４ ３９,２１０ ３９,６２４ 

昭和５９年 ３２,１９６ ３９０ ３８,４８４ ３８,８７４ 

昭和６０年 ３５,２９６ ３９０ ４１,５８４ ４１,９７４ 

昭和６１年 

第４次渋谷区 

交通安全計画 

３９,２７７ ４１８ ４５,８１４ ４６,２３２ 

昭和６２年 ４１,０１０ ４３３ ４７,２４９ ４７,６８２ 

昭和６３年 ５１,８０９ ４８１ ６０,００７ ６０,４８８ 

平成元年 ５４,４２８ ４８８ ６３,９６３ ６４,４５１ 

平成２年 ４９,８６３ ４８３ ５８,６６１ ５９,１４４ 

平成３年 

第５次渋谷区 

交通安全計画 

５１,５８２ ４３９ ６０,６１３ ６１,０５２ 

平成４年 ５４,２３６ ５０９ ６３,２４１ ６３,７５０ 

平成５年 ５５,０６４ ４４８ ６３,８７９ ６４,３２７ 

平成６年 ５４,９９４ ４３５ ６３,３２６ ６３,７６１ 

平成７年 ５８,４１２ ４２９ ６７,７５６ ６８,１８５ 

平成８年 

第６次渋谷区 

交通安全計画 

５９,４１６ ３８３ ６９,０８７ ６９,４７０ 

平成９年 ６２,４１５ ３７８ ７２,６８１ ７３,０５９ 

平成１０年 ６３,８７３ ３７１ ７４,１６９ ７４,５４０ 

平成１１年 ７４,２１１ ３９８ ８６,０５８ ８６,４５６ 

平成１２年 ９１,３８０ ４１３ １０５,０７３ １０５,４８６ 

平成１３年 

第７次渋谷区 

交通安全計画 

９０,０１２ ３５９ １０３,２７２ １０３,６３１ 

平成１４年 ８８,５１２ ３７６ １０１,０３７ １０１,４１３ 

平成１５年 ８６,１１８ ３２０ ９８,０９６ ９８,４１６ 

平成１６年 ８４,５１３ ３０３ ９６,１２０ ９６,４２３ 

平成１７年 ８０,６３３ ２８９ ９１,２７２ ９１,５６１ 

平成１８年 

第８次渋谷区 

交通安全計画 

７４,２８７ ２６３ ８４,１１７ ８４,３８０ 

平成１９年 ６８,６０３ ２６９ ７７,６５２ ７７,９２１ 

平成２０年 ６１,５２５ ２１８ ６９,６６６ ６９,８８４ 

平成２１年 ５６,３５８ ２０５ ６３,５９６ ６３,８０１ 

平成２２年 ５５,０１３ ２１５ ６２,１２８ ６２,３４３ 

平成２３年 

第９次渋谷区 

交通安全計画 

５１,４７７ ２１５ ５８,１４０ ５８,３５５ 

平成２４年 ４７,４２９ １８３ ５４,８３７ ５５,０２０ 

平成２５年 ４２,０４１ １６８ ４８,８５５ ４９,０２３ 

平成２６年 ３７,１８４ １７２ ４３,２１２ ４３,３８４ 

平成２７年 ３４,２７４ １６１ ３９,９３１ ４０,０９２ 

平成２８年 

第１０次渋谷区 

交通安全計画 

３２,４１２ １５９ ３７,８２８ ３７,９８７ 

平成２９年 ３２,７６３ １６４ ３７,９９４ ３８,１５８ 

平成３０年 ３２,５９０ １４３ ３７,４４３ ３７,５８６ 

令和元年 ３０,４６７ １３３ ３４,７７７ ３４,９１０ 

令和２年 ２５,６４２ １５５ ２８,８８８ ２９,０４３ 

令和３年 

第１１次渋谷区 

交通安全計画 

２７,５９８ １３３ ３０,８３６ ３０,９６９ 

令和４年 ３０,１７０ １３２ ３３,４２９ ３３,５６１ 

令和５年 ３１,３８５ １３６ ３４,８７０ ３５,００６ 

令和６年 ３０,１０３ １４６ ３３,２５１ ３３,３９７ 

令和７年 ３０,１７６ １３４ ３３,４０１ ３３,５３５ 

出典：警視庁交通年鑑  
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図 都内交通事故発生状況の年次推移  
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死傷者数(人) 発生件数(件)
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渋谷区交通安全協議会規約 

制定 昭和３９年 ８月２９日  

昭和４２年 ５月 ８日  

昭和５１年 ７月 １日  

昭和６０年 ４月 １日  

昭和６２年 ４月 １日  

平成 ５年１０月 １日  

平成 ７年 ４月 ７日  

平成 ８年 ３月 ６日  

平成 ９年 ４月 １日  

平成１０年 ４月 １日  

平成１２年 ４月 １日  

平成１３年 ４月 １日  

平成１６年 ２月 １日  

平成１８年 ４月 １日  

平成１９年 ６月 ７日  

平成２３年 ４月 １日  

平成２５年 ４月 １日  

平成２６年 ４月 １日  

平成３０年 ４月 １日  

令和 ２年 ４月 １日  

令和 ３年 ４月 １日  

令和 ５年 ４月 １日  

令和 ８年 ４月 １日  

 

(名称及び目的) 

第１条 区内の関係行政機関及び関係団体とが、相互の協力体制を確立し、もって協力 

かつ効果的な全区民運動を推進し、交通事故のない安全な住みよい渋谷区を築くため、 

渋谷区交通安全協議会(以下「協議会」という。)を置く。 

 

(協議事項) 

第２条 協議会は、前条の目的を達成するため、交通安全に関する広報・教育・施設・調

査・研究及び本会において必要と認める事項について協議する。 

 

(組織) 

第３条 協議会は、会長及び別表①に掲げる委員をもって構成する。 

２ 会長は、特に必要があると認めたときは、前項以外の者を臨時に参加させることが 

  できる。 

３ 協議会に別表②に掲げる幹事を置き、会長の命により事務を掌る。 
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４ 協議会に顧問若干名を置くことができる。顧問は会長の推薦により、協議会におい 

て決定する。 

 

(会長) 

第４条 会長は区長とする。 

２ 会長は、会議を主宰し協議会を代表する。 

３ 会長に事故あるときは、副区長である委員がその職務を代理し、会長・副区長である

委員とともに事故あるときは、あらかじめ会長に指名する委員が、その職務を代理する。 

 

(会議) 

第５条 協議会の会議は、必要のつど開催する。 

２ 協議会の会議は、議事に関係ある者のみで開催することができる。 

 

(専門部会) 

第６条 協議会に、次の専門部会を置く。 

 一 交通広報相談部会 

 二 交通安全施設対策部会 

 三 通学路整備部会 

 

(事務局) 

第７条 協議会の事務局は、区役所に置く。 
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別表①(第３条第１項関係) 

 

委 員 

渋谷区 

関係者 

副区長・総務部長・土木部長・教育委員会教育長・区議会議長・同副議長・同所管

常任委員会委員長・同所管特別委員会委員長・同各会派幹事長 

警察関係者 渋谷警察署長・原宿警察署長・代々木警察署長 

関係官公庁 

代   表 

渋谷消防署長・東京国道事務所代々木出張所長・東京都交通局渋谷自動車営業所

長・東京都建設局第二建設事務所長 

関係諸団体 

その他代表 

渋谷交通安全協会会長・原宿交通安全協会会長・代々木交通安全協会会長・渋谷区

町会連合会会長・渋谷区商店会連合会会長・渋谷区立小学校校長会会長・渋谷区立

中学校校長会会長・渋谷区立幼稚園園長会会長・渋谷区立小学校ＰＴＡ連合会会

長・渋谷区立中学校ＰＴＡ連合会会長・渋谷区医師会会長・渋谷区婦人団体連絡協

議会理事長・渋谷区シニアクラブ連合会会長・渋谷区交通安全教育研究会会長・私

立幼稚園代表・東日本旅客鉄道駅長代表・私鉄代表・私営バス代表・旅客輸送関係

者代表（ハイヤー・タクシー業）・陸上輸送関係者代表（トラック輸送業） 

 

 

別表②(第３条第３項関係) 

 

幹  事 

渋谷区 

関係者 

デジタルサービス部長・総務部長・危機管理対策部長・福祉部長・子ども家庭部長 

・健康推進部長・土木部長・環境政策部長・教育委員会事務局次長・デジタルサー

ビス部広報コミュニケーション課長・総務部総務課長・危機管理対策部防災課長・

危機管理対策部安全対策課長・福祉部地域福祉課長・子ども家庭部子ども政策課

長・健康推進部地域保健課長・土木部企画管理課長・同交通政策課長・同道路課

長・環境政策部環境政策課長・環境政策部清掃リサイクル課長・教育委員会事務局

教育政策課長・教育委員会事務局教育指導課長 

警察関係者 渋谷警察署交通課長・原宿警察署交通課長・代々木警察署交通課長 

消防関係者 渋谷消防署警防課長 

 

 

 

 


